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本文は p.12 へ
欧州におけるペタスケールコンピューティングの動向
　高性能コンピューティング（HPC：High Performance Computing）とは、天候、気候な
どの自然現象のシミュレーション、宇宙物理学やプラズマの解析、生命科学などの非常に
計算量が多い計算処理のことである。HPCを行う手段であるスーパーコンピュータ（HPC
システム）の性能の500位までの順位を決めるTOP500リストによると、米国の圧倒的な
強さに続いて欧州がHPCシステムの保有に向けて努力している姿が伺える。欧州のHPC
システムは、ハードウェアはほとんど外国からの調達に依存しているのが実情であるが、
ソフトウェア開発技術、そしてHPCシステムの活用技術は非常に高いレベルにあり、欧州
各国のHPCシステムをグリッドにより連携し効率よく活用することも盛んに進められて
きている。
　そして、ここへ来て欧州の HPC システムへの動きにさらなる変化が見えてきた。それ
は、米国および日本で推進しているペタスケールコンピューティング ( ペタ FLOPS レベ
ルの性能をもつスーパーコンピュータを中心とした HPC) の研究開発を注目した動きで
ある。通常、科学技術を発展させるためには、シミュレーションの大規模化、高精度化、
高速化への対応が必要で、そのためには最高位の性能をもつ HPC システムが必要となる。
欧州でも、ペタ FLOPS クラスの性能を持つ「欧州スーパーコンピュータシステム」の
保有とその活用が必須のものとして位置づけられ、2007 年１月から開始した第 7 次欧州
研究開発フレームワーク（FP7）の e‐インフラストラクチャ計画では、FP6 までに強
化してきたグリッドインフラストラクチャに加え、新規項目として「スーパーコンピュー
タシステムの配備」を採り上げている。　
　これに関連して 2006 年 6 月には、欧州の 11 カ国の HPC システムの専門家で構成す
る「欧州における高性能コンピューティングのタスクフォース（HET）」が発足してい
る。このタスクフォースの目的は、最高位の性能をもつ HPC システムや、各国内の既存
インフラストラクチャ、ソフトウェア開発などを考慮に入れた、欧州における持続可能
な HPC システムの連携（HPC エコシステム）を実現するための戦略と活動を提言する
ことである。HET が重視したのは、ペタ FLOPS クラスのコンピューティング能力をも
つ最上位クラスのリソース、およびこのようなシステムを効率的に活用するための方法
である。彼らが 2007 年 1 月にまとめた提言では、HPC システムを性能に基づき 3 層構
造に分け、その頂点となる「欧州スーパーコンピュータシステム」に焦点をあて、それ
を用いる科学技術上の主要な目的、グリッドを介した既存インフラストラクチャとの連
携配備、資金調達・利用モデル、システム上で動作すべきプログラムの選定プロセスな
どを取り上げている。
　彼らの活動によって、欧州の科学に多大な影響力を持つ欧州研究インフラ戦略フォー
ラム（ESFRI）ロードマップにおける全 35 プロジェクトの 1 つとして、「European 
High-Performance Computing Service」が組み込まれた。そして、HET の提言の具
体化に向けて、2007 年 4 月には欧州 15 ヵ国のスーパーコンピューティングセンターに
よる「Partnership for Advanced Computing in Europe」(PRACE) というイニシアティ
ブが結成されている。
　欧州はペタスケールコンピューティングの配備と活用に向けて大きく動き出した。活
用技術やソフトウェア開発技術などで優れた実績をもつ欧州の今後の動きに注目したい。
科学技術動向
概　要
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　 本文は p.25 へ
希少金属資源に関する我が国の採るべき方策
　希少金属（レアメタル）は、素材産業、機械および電子産業など幅広い産業分野で利用
される高付加価値製品の部材原料である。レアメタルとは、地球上に存在量が少ない金
属や、経済的・技術的に純粋なものを取り出すのが難しい 31 種類の非鉄金属を指し、銅、
鉛、亜鉛などのベースメタルとともに、我が国の国民生活および産業活動に必要不可欠
な鉱物資源である。しかし、現在、我が国で自給できる鉱物資源は硫黄のみであり、他
の全ての鉱物資源は輸入に頼っている。さらに近年、新興国を中心に世界の非鉄金属消
費量が急増しつつある中で、存在自体が希少であるとともに ､ 生産地の偏在性ゆえに特
定の産出国への高い依存などから、我が国の資源の安定供給確保に懸念が生じている。
　今後取り組むべき短期的課題として、鉱物資源はエネルギー資源と異なり、リユース、
リサイクルというプロセスがあり、資源の利用効率を高めることができるため、個々の
レアメタル元素ごとに、資源の上流側（地質・資源情報の提供側）、下流側（消費側）、
および還流側（リサイクルなど）の 3 者がリスクを分け合って、お互いに参入し合うとい
う構造が必要である。国としては、その仕組みを促進するとともに、関連する企業のた
めに、資源情報の収集と解析を通じた、スピーディかつ的確な世界の鉱業情勢の把握を
行う必要がある。陸上の資源開発の見直しとしては、近年の需要の伸びから、閉山を余
儀なくされた小規模鉱山に再検討の必要性が生じている。
　レアメタル資源安定供給に関する長期的取り組みとして、「第 3 期科学技術基本計画」
の重点推進 4 分野のひとつである「ナノテクノロジー・材料分野」では、文部科学省と経
済産業省が、2007 年度よりそれぞれ「元素戦略プロジェクト」および「希少金属代替材料
開発プロジェクト」を開始しており、基礎から実用化まで広範囲に展開できる支援体制を
確立し、効果的な研究開発を実施するため、公募段階から連携を取って進めている。
　海底資源の開発では、2007 年 7 月に施行された「海洋基本法」で、海洋に関する施策を
総合的かつ計画的に推進し、我が国の経済社会の健全な発展を図ることなどを目的とし
て、海洋資源開発も含めた海洋の積極利用などが謳われている。我が国の排他的経済水
域は非常に広く、この水域およびその近傍の海山には、地球上でも最も品位の高い、白金、
コバルト、銅、マンガンを含むコバルト・リッチ・クラストが広域に賦存することがわかっ
てきた。さらに、海底熱水鉱床は比較的浅い海底に存在し、鉱物資源としての品位が高く、
再生するために繰り返し採掘できるという点からも、採算のとれる資源開発ができるの
ではないかという期待がもたれている。揚鉱方法、汚染対策、製錬法などの技術的な課
題、それから経済性に関する課題は大きいが、いったんこれらのシステムが確立されれば、
いくつかの資源領域を交互に採掘できると考えられる。
　今後の材料研究者は個別の物質や材料のみに視点を向けるのではなく、研究成果の需
要と原料の安定供給を含めて、より広く物質や材料を考えていく視点を持つことが求め
られる。供給に不安のある物質や材料を用いる研究では、常に、安定供給を見込める物
質や材料での代替の可能性も探っていくべきであり、その際今一度、物性物理の基礎に
立ち戻って研究し直すことが大切である。
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 ライフサイエンス分野 TOPICS Life Science
　哺乳類の発生には、父方（精子）と母方（卵子）の両方の遺伝子が必要である。しかし、2004 年に東京
農業大学の河野教授のチームは、一方の卵子の遺伝子発現パタ ンーをオスのパタ ンーに改変し、卵子のみ
を用いて正常な子マウスを誕生させる単為生殖に成功した。その時には1 % 以下という非常に低い成功率で
あったが、2007 年 8 月、同教授らは 30% 以上に上げることに成功したと発表した。この技術は、クロー
ン技術とは異なる新しい動物生産技術であり、将来的には、例えば、優秀な家畜の生産技術として実用化
も期待される。さらに論文ねつ造疑惑で問題となった韓国の黄博士の研究による ES 細胞も、単為生殖に
よる ES 細胞であったことが判明している。このように単為生殖の研究領域は新しい展開を示し、にわかに
注目が集まっており、今後のこの分野のさらなる研究の進展が予想される。
トピックス1　単為生殖という新しい研究領域で大きな進展
　哺乳類の発生には、父方（精子）と母方（卵子）の両
方の遺伝子が必要である。父方由来の遺伝子のみ、
あるいは母方由来の遺伝子のみでは、胚（受精卵で
あって胎盤を形成する前のもの）の形成は生じても
発生は進まず、個体は形成されない。
　この理由は、父方と母方の遺伝子上のそれぞれ異
なる場所に化学的な印（インプリンティングとい
う）がついているからである。印がついた部分の機
能は抑制されるため、父方と母方では遺伝子の発現
のパターンが異なり、したがって、どちらか片方由
来の遺伝子では、個体発生に必要な遺伝子は不十分
であるために個体は発生できない。
　一方、哺乳類以外の魚類（例えばギンブナ）や鳥類
（例えば七面鳥）などでは、メスの遺伝子だけで個体
発生がおこる単為生殖（virgin birth）が見られる。
したがって以前は、個体発生にオスの存在を必須と
するのは哺乳類だけの特徴であり、哺乳類に単為生
殖は生じないと考えられていた。
　しかし、2004年に東京農業大学の河野友宏教授
のチームによりこの概念は覆された。このチーム
は、卵子だけを用いて正常な子マウスを誕生させる
ことに世界で初めて成功した1）。
　河野教授らは、オスとメスでインプリンティング
パターンが異なる2個の遺伝子（lgf2遺伝子は父方
で発現、H19遺伝子は母方で発現）に注目し、父方由
来の遺伝子発現のパターンにするために、オスでは
ほとんど遺伝子発現していないH19遺伝子を欠損
した変異メスマウスを作成し、インプリンティング
が完了していない非成長期の卵母細胞の核を取り
出して、正常に母方のインプリンティングが終了し
た別のメスマウスの卵子の核と組み合わせて2倍体
の卵子を作成した結果、子マウスを誕生させること
ができた。しかし、この時の子マウスの誕生の成功
率は非常に低く、1%以下であった。
　河野教授らは、さらに研究を進め、前述の2個の遺
伝子を父方の遺伝子発現パターンにするために、前
回と同様のH19遺伝子に加えて、Dlk1-Dio3遺伝子も
欠損した変異メスマウスを作成し、この変異マウス
の卵細胞と正常マウスの卵子を用いて子マウスを
誕生させた。その結果、30%以上の高い確率で正常
な子マウスを誕生させることに成功し、2007年8月
20日付のネイチャーバイオテクノロジーの電子版
に発表した2）。
　今回の研究の成果は、基礎研究としては、生殖と
いう観点から哺乳類の進化を解明する手がかりと
なると考えられる。また、単為生殖による個体の作
成の成功率が上がったことから、本技術の実用化に
関してかなり期待できるようなレベルにも達した
と考えられる。この技術は、コピー生物をつくるク
ローン技術とは全く異なる新しい動物生産技術で
あり、将来的には、例えば優秀な家畜の生産技術に
利用できると考えられる。
　さらに、この技術はES細胞の作成など再生医療
に関する技術開発にも利用される可能性が高い。
　実は、単為生殖によるヒトES細胞の作成にはすで
に成功しており、2007年8月にセル・ステムセル3）
の電子版で発表されている。これは、論文のねつ造
疑惑で問題になった韓国の黄博士が2004年にサイ
エンスに発表した研究によるES細胞（当時は、体細
胞核移植で作成したと発表）を、ハーバード大学医
学部の研究者らが再度詳細に分析した結果、単為
生殖によるES細胞であったことが判明したもので
ある。単為生殖によるES細胞の作成は世界で初で
あったと言える。
　このように単為生殖の研究領域は新しい展開を
示し、にわかに注目が集まって来ている。今後、この
分野の研究のさらなる進展が予想される。
参　考
1）Nature 428, 860-864.（2004）
2）Nature Biotechnology 電子版（2007 年 8 月 19 日）
3）Cell Stem Cell 1, 1-7 （2007）
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　（独）石油天然ガス・金属鉱物資源機構（以下、
JOGMEC）は、カナダ北西部のボーフォート海沿
岸陸上地域において、地下約 1000 ｍに存在する
メタンハイドレート層から減圧法によるメタンガ
スの産出試験に成功し、その成果を報告した１）。
本試験は経済産業省の「メタンハイドレート開発
促進事業」の一環として、2007 年 2 月にカナダの
天然資源省と共同で行われた。
　メタンハイドレートは、天然ガスの主成分であ
るメタン分子が、低温高圧の条件下で、水分子の
結晶構造の中に濃縮して取り込まれた氷状の固体
物質で（図表１）、新たな国産エネルギー資源とし
て期待されている。
　近年、日本近海海底の東部南海トラフにおいて、
商業生産に適した浸透性の高い砂層中に、国内天
然ガス消費量の 7 年分に相当する 5700 億 m3 も
の多量のメタンハイドレート濃縮層の存在が確認
され、西部南海トラフにもさらに約 10 倍の規模で、
濃縮帯が分布する可能性が確認されており、貴重
な国産エネルギー資源として、期待が高まってい
る。
 エネルギー分野 TOPICS Energy
　（独）石油天然ガス・金属鉱物資源機構（JOGMEC）は、カナダ北西部のボ フーォ トー海沿岸陸上地域において、
地下約1000 ｍに存在するメタンハイドレ トー層から減圧法によるメタンガスの産出試験に成功した。減圧法は
坑井内の圧力を減少させ、固体のメタンハイドレ トーを分解してメタンガスを産出する生産法であるが、今回、
分解に伴い生成する水を再度地層に圧入する新しい坑井システムを考案して、従来よりも少ない投入エネルギー
での連続的な生産を可能にした。メタンハイドレ トーは、新たな国産エネルギー資源として期待されており、
今年度末にカナダにおいて、日本近海と条件が近い地層からの産出を検証する計画である。
トピックス2　地下のメタンハイドレ トー層から減圧法によるメタン産出に成功
では、固体のメタンハイドレートを加熱分解し、
メタンガスを産出する原理であるが、生産に必要
なエネルギー投入量が大きいだけでなく、分解に
伴い生成する水の処理が難しく、連続生産も困難
であったため、実用化の障害となっていた。
　今回、適用された「減圧法」と呼ばれる生産技
術は、坑井内の圧力を減少させることで、メタン
ハイドレートを分解し、メタンガスを産出する原
理である。JOGMEC では、地中で減圧法によりメ
タンハイドレートから生成水をメタンガスと分離
し、再度地層に圧入する坑井システムを新たに考
案した（図表 2）。本システムにより、従来よりも
少ない投入エネルギーで、メタンハイドレートか
ら連続的なメタンガスの産出が可能となった。
　JOGMEC では、引き続き今年度末にカナダにて
第二期産出試験を実施する予定であるが、今回の
成果を踏まえ、日本近海のメタンハイドレート層
の条件に近い下部地層からも、減圧法によるメタ
ン産出の可能性を検証する計画である。
図表２　減圧法による坑井システム
参　考
1）　JOGMEC-TRC フォーラム 5（2007 年 8 月 31 日）　報告資料
2）　メタンハイドレート資源開発研究コンソーシアム　ホームページ：http://www.mh21japan.gr.jp/mh-1.html
3）　メタンハイドレート資源開発研究コンソーシアム　平成 18 年度成果報告会（2007 年 5 月 31 日）資料：
　　 http://www.mh21japan.gr.jp/seika/2007/pdf/2007_MH21-shigenryouhyoukaGL.pdf
出典：参考文献 3）
　メタンハイドレートの実用化の鍵を握るのが、
地中のメタンハイドレートからメタンガスを生産
する技術である。従来の生産技術である「温水法」
図表１　メタンハイドレート結晶構造
出典：参考文献 2）
メタンハイドレート
１m3
メタン
約 170m3 水
0.8 m3
（左：△印がメタン分子、●印が水分子）と、体積比較（右）
ガスの流れ
水の流れ
電動ポンプ
パーフォレーティドジョイント
メタンハイドレート層
水圧入層
○
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　近年、船舶においても地球環境問題などから、
世界的な規模で環境保全および省エネルギー化が
強く求められるようになっている。船舶からの大
気汚染防止については、MARPOL73/78 条約附属
書Ⅵ注）が 2005 年 5 月に発効し、IMO（国際海事
機関）において、本附属書の NOx、Sox などの排
出ガス規制強化の見直しが行われている。
　（独）海上技術安全研究所、㈱ｅスター、東海運㈱
の産官研究グループは、平成 17 年度から（独）鉄道
建設・運輸施設整備支援機構が実施している「運
輸分野における基礎的研究推進制度」により、船
舶用低温排熱回収システムの開発に成功したこと
を 2007 年 8 月に発表した。これまでは全く利用
されていなかった船舶用ディーゼルエンジンから
発生する排ガスの熱（400℃程度）エネルギーを、
開発した排熱回収スターリングエンジン（図表１）
と組み合わせて発電し、蓄電することにより、停
泊時の船内電力として利用できるようになった。
　スターリングエンジンは、1816 年にスコットラ
ンドのロバート・スターリングが発明したもので、
温度差のある熱源により、内部の作動ガスを膨張・
収縮させて駆動力を得る外燃機関（図表２）であ
る。理論効率が高く、多種多様な熱源を利用でき、
爆発がないために静かなエンジンである。しかし、
現在まで実用化されているスターリングエンジン
は、1000℃以上の高温熱源を利用したもののみで
あった。
　上記の研究グループは、内部作動ガスにヘリウ
ムを用いた 3 台のスターリングエンジンを製作し、
陸上での性能実証試験を実施してきた。11 月以降、
船舶に搭載して海域での実証試験を開始する予定
である。
　今回の開発をまとめると次のようになる。
①利用されずに排出していた船舶の排ガスの熱エ
ネルギーを航行中に、電気エネルギーに変換回
収し、蓄電ができる。
② 400℃程度の低温排熱を利用するスターリング
エンジンの開発は、世界初である。
 エネルギー分野 TOPICS Energy
　船舶においても、世界的な規模で環境保全および省エネルギー化が強く求められるようになっている。2007
年8月、（独）海上技術安全研究所、㈱ｅスター 、東海運㈱の研究グループは、船舶用低温排熱回収システムの
開発に成功したと発表した。これまで利用されていなかった船舶用ディー ゼルエンジンから発生する排ガスの
熱エネルギーを、独自に開発した排熱回収スター リングエンジンを使って、発電し、蓄電もするシステムである。
停泊中は、蓄電した電気を船内電力として利用でき、発電用にエンジンを運転する必要がないため、省エネル
ギ とー排ガスによる大気汚染の削減が同時に達成できる。工場や発電所などでの低排熱（400 ～ 600℃程度）
を利用しての発電も可能であることから、同グループは、産業分野での利用拡大も図りたいとしている。
トピックス 3　船舶からの低温排熱ガスエネルギーを変換し船内電源として活用
③構造上は 1000℃以上の高温熱源を利用するエン
ジンと変わりはないが、熱回収率を向上させる
ために熱交換器の伝熱面積を大きくし、熱伝導
性の高い銅パイプにより、スターリングエンジ
ンに取り入れた熱の約 15％程度を発電出力に変
換して、3 台で約 1500 Ｗの発電ができる。こ
れは 500 トン程度の船舶では、50 時間の航行（東
京・北海道間）による蓄電で、停泊時の約 8 時
間分の船内電力を確保できる。
④停泊中は、船内電力確保のための小型ディーゼ
ルエンジンを運転する必要がないため、蓄電し
た電気の利用により、省エネルギーと排ガスに
よる港内の大気汚染削減を同時に達成できる。
　工場や発電所などでの低排熱（400 ～ 600℃程
度）を利用しての発電も可能であることから、上
記の研究グループは、産業分野での利用拡大も図
りたいと述べている。
図表１　排熱回収スターリングエンジン
提供：（独）海上技術安全研究所
注：正式名称は「1973年の船舶による汚染の防止の
ための国際条約に関する1978年議定書」で船舶から
の大気汚染防止のための規則
注：
船舶からの低温排熱ガスエネルギーを変換し船内電源として活用
注：
船舶からの低温排熱ガスエネルギーを 電源として活用
図表２　スターリングエンジンの基本原理
加熱 膨張 冷却 圧縮
ヒータ
再生器
パワーピストン
フライホイール
PM発電機
ディスプレーサ
クーラ
クランクケース
スコッチ
ヨーク機構
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　2007年8月2日、ロシアの有人潜水船２艇（Mir
Ⅰ、MirⅡ、ともに最大潜航深度6000m）が北極
点の海底に国旗を立てたことが報じられた。２艇
には、地質学者でもあるチリンガロフ下院副議長
ら計６人が乗り組み、北極点近くの氷に開けた穴
から潜航を開始、海底地質を調査し、その際、深
さ4261mの海底にチタン製のロシア国旗を立て
た。このことはロシア国内では、「ロシア科学の快
挙」と絶賛されている1）。
　ロシアの目的は、北極海の海底の膨大な天然資
源の領有権を主張し、政治・経済面でこの地域に
おけるロシアの影響力を高めることにあると報じ
られている。この地域の海底の石油・天然ガスの
埋蔵量は100億トンと推定されており、これは地
球の陸域全体の推定埋蔵量の約４分の１にあたる。
　このロシアの行動に対して、各国はさまざまな
反応を見せている。カナダは、旗を立てただけで
領有権を主張するのは15世紀の話だと批判しつ
つ、北極圏に軍事施設を新設して牽制する計画を
示している。米国も北極点海底の領有権とは別問
題であるとしている。一方、米国は北西航路（大
西洋から北極海に沿いカナダの群島地帯を通過し
て太平洋にぬける航路）を国際航路とみなして自
由通航権を主張し、この点において、国内航路と
するカナダと対立している2）。
　シベリアから北へ延びるロモノソフ海嶺は北極
点のそばを通り、カナダのエルズミーア島、デン
マークのグリーンランド近くに至っている。ロシ
アは排他的経済水域の200海里を超えて北極点ま
でがロシアの大陸棚の延長であると主張しており、
今回の地質調査はこれを科学的に立証するための
ものであった。しかし、カナダとデンマークもロ
モノソフ海嶺は両国の大陸の延長上にあると主張
しており、共同探査に乗り出そうとしている3）。
　このような調査活動の活発化の背景には地球温
暖化により北極海の氷が消滅するというシナリオ
がある。IPCC（気候変動に関する政府間パネル）
は2007年2月、今世紀末までに気温が最大6.4度
上昇するという予測を発表した4）。米国地球物理
 フロンティア分野 TOPICS Frontier
　2007 年 8 月 2 日、ロシアの有人潜水船２艇が、北極海の地質調査を行い、その際に北極点の海底にロ
シアの国旗を立てた。北極海の海底にある膨大な天然資源の領有権を主張し、この地域の政治・経済面で
ロシアの影響力を高める目的があると報じられている。この行動に対して、カナダや米国は牽制や批判など
の姿勢を見せている。このような調査の活発化の背景には地球温暖化で北極海の氷が消滅するというシナ
リオがある。（独）海洋研究開発機構と（独）宇宙航空研究開発機構によれば、北極海における海氷面積は、
過去最小を記録した 2005 年の夏を大幅に上回る速さで減少している。
トピックス4　北極の海氷減少に対応して周辺各国の調査活動が活発化
学会連合（AGU）が2007年３月に発表したニュー
スによれば、北極海の氷はコンピューター予測よ
りも３倍の速さで消失している5）。
　一方、（独）海洋研究開発機構と（独）宇宙航空研究
開発機構は、北極海における海氷面積は過去最小
を記録した2005年の夏を大幅に上回る速さで減
少していることを確認した6)。この海氷の減少は
IPCCの予測を大幅に上回るものである。
　北極海は南極大陸と同じように人類の共有財産
として保全管理することも考えられるが、まずは
国際的な枠組みにより観測を強化し、予測精度を
向上させ、そのうえで共同の対策を検討すべきで
あろう。
AMSR-E 北極圏海氷モニター
2007 年 9 月 13 日の海氷状況（JARC-JAXA)
北極海航路
北西航路
グリーンランド
［デンマーク］
ロシア
［アメリカ］
アラスカ
カナダ
ロモノソフ
海嶺
北極点
参　考
1） ロシアのコメルサント紙を引用した毎日新聞
 2007年8月18日東京朝刊
2） AFPBB News　2007 年 8 月 21 日
3） Financial Journal　2007年4月7日
4） 科学技術動向 2007 年 3 月号トピックス：目指す
社会によって変わりうる将来の温暖化予測
5） AGU Release No.70-11：Arctic ice retreating 
more quickly than computer models project
6）  JAMSTEC & JAXA プレスリリース2007年8月16日：
北極海での海氷面積が観測史上最小に－今後さら
に予測モデルを大幅に上回る減少の見込み－
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　2007年8月9日、米国で、大統領署名により
America COMPETES法（米国の技術・教育・科
学の卓越性を有意義に促進する機会をもたらす法）
が成立した。これは、全米科学アカデミー報告書「強
まる嵐の上に昇る」（2005年10月）の提言を受け、
上・下院での審議および圧倒的多数での可決を経
て、大統領に送られたものである。
　本法は、以下の8章から成る。Ⅰ科学技術政策
局（OSTP）/政府全体にわたる科学、Ⅱ航空宇宙
局（NASA）、Ⅲ国立標準技術研究所（NIST）、Ⅳ
海洋大気プログラム、Ⅴエネルギー省（DOE）、Ⅵ
教育、Ⅶ全米科学財団（NSF）、Ⅷ一般条項。Ⅵ章
が条項の2割を占め、また、2006年1月の大統領
一般教書演説での米国競争力イニシアチブ（ACI）
において10年間の予算倍増が示された3機関の章
（Ⅲ、Ⅴ、Ⅶ）が条項の6割を占めるなど、教育お
よび基礎研究重視の方針が色濃い。2008会計年度
からの3年間に433億ドルの予算充当が示されて
いる。以下、注目点を簡単に紹介する。
　Ⅲ（NIST）では、10 年間で倍増のペースでの予
算手当が示されている。先端技術プログラム（ATP）
に代わり技術イノベーションプログラム（TIP）を設
け、中小企業や合弁事業支援による、高リスク・
高リターン（high-risk, high-reward）研究を通じて
イノベーションを促進すると述べられている。
　Ⅴ（DOE）では、科学局予算が 7 年間で倍増する
ペースでの予算手当が示されている。長期で高リ
スクな研究を支援するエネルギー先端研究計画局
（ARPA-E）について、自主性と柔軟性をもって運
営されることが記されている。また、冒頭に科学・
技術・工学・数学（STEM：Science, Technology, 
Engineering and Mathematics）教育の条項が設け
られ、専門学校設置支援、傘下研究所と提携した
夏期講習などの各種プログラムが挙げられている。
　Ⅵ（教育）では、STEM、並びに、国家安全保障
 その他の分野 TOPICS Others
　2007年8月9日、米国で、大統領署名によりAmerica COMPETES法（米国の技術・教育・科学の卓越性
を有意義に促進する機会をもたらす法）が成立した。本法は、科学技術政策局（OSTP）、航空宇宙局（NASA）、
国立標準技術研究所（NIST）、エネルギー省（DOE）、全米科学財団（NSF）の5機関に関わる章に、海洋
大気プログラム、教育、一般条項を加えた8章から成る。米国競争力イニシアチブ（ACI）で10年間の予算
倍増が示された機関（NIST、DOE、NSF）について、それ以上の予算割り当てが示され、それらの条項が
記述の6割を占めるなど、教育および基礎研究重視の方針が色濃い。
　ブッシュ大統領は、ACIと目標を共有することを評価しつつも、既存プログラムとの重複が多いことを批
判したと伝えられている。また、英米科学誌には、肯定的評価とともに、少数意見として、これらの予算
を実際に割り当てられるのかという疑問、人材育成というやや一般的な結論に達したことへの疑問等が紹介
されている。
トピックス5　米国でAmerica COMPETES 法が成立
および経済競争力上重要な外国語について、教員
の能力向上支援（定時制修士課程設置など）、飛び
級 / 国際バカロレアプログラム対策、初等中等段
階の優れた教育実践支援、数学教育支援、外国語
学習支援等が挙げられている。
　Ⅶ（NSF）でも、7 年で倍増のペースでの予算手
当が示されている。幼稚園から研究者まですべて
のレベルでの STEM 分野への参加促進、アカデ
ミックキャリアを望む若手研究者支援、十分な能
力と技能を備えた教員養成等に関するプログラム
やフェローシップ等が挙げられている。
　ブッシュ大統領は、署名後の記者会見において、
ACIと目標を共有することを評価する一方、既存
プログラムとの重複が多いことを批判したと、伝
えられている。
　サイエンス誌（vol.317, 10 August）およびネイ
チャー誌（vol.448, 2 August）には、本法の成立に
対する論評が掲載されている。サイエンス誌は、
全米科学アカデミー報告書が大きな影響を与えた
ことを評価し、肯定的意見を掲載している。しかし、
マーバーガー補佐官による「STEM の重要性を示
したことは評価するが、実際にこれだけの予算を
割り当てられるか」という実効性への疑念や、エネ
ルギー省の ARPA-E について賛否両論があること
も紹介している。一方、ネイチャー誌は、プリン
ストン大学客員講師の意見として、少数派として
のマーバーガー補佐官の発言を引用しつつ、適切
な科学技術投資や科学技術人材に関する深い議論
なしに、1 冊の報告書を基に人材育成という一般
的で安易な合意に達したと述べている。
（専門調査員レポートを集約）
参　考　米国下院科学技術委員会ウェブサイト：
http://science.house.gov/legislation/leg_highlights_
detail.aspx?NewsID=1938
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　冷戦の終結した1990年代以降、世界の広範な地
域で研究開発に立脚した経済的競争力が重視され
るようになり、国際化を念頭においた科学技術政
策がとられるようになった。日本では2001年に文
部省と科学技術庁を併合して文部科学省が創設さ
れ、自然科学諸分野と人文社会科学を包括した総
合的教育と科学技術の推進が同一組織に統合され
ている。一方、英国など多くの国では、これまで
経済産業関連の省庁が科学技術の推進に当たって
きた。
　2007年6月28日、労働党のゴードン・ブラウン氏
が英国首相に就任した。改革の鍵を科学に据え、教
育を改革する方針を示し、日本やドイツの様式の科
学技術推進体制へ転換する行政改革を行った。
　旧貿易産業省（Department of Trade and 
Industry、DTI）の科学・イノベーション部分と、
旧教育職業技能省（Department for Education 
and Skills、DfES）の高等教育部門をまとめ、イノ
ベーション・大学・職業技能省（Department for 
Innovation, Universities and Skills、DIUS） を創
設した1）。DIUS内には主任科学顧問デビッド・キ
ング氏の率いる科学庁（Government Office for 
Science、GOS）とケニス・オニオン氏の率いる科
学・イノベーション局（Science and Innovation 
Group）を設置した。DTIの科学･イノベーション庁
（OSI）の省庁横断科学技術部門は科学庁に引継が
れる。
　ブラウン氏が、ブレア内閣の財務大臣を務めて
いた2004年7月には、DfES大臣・DTI大臣と連
名 で 科 学 技 術10年 計 画“Science & innovation 
investment framework 2004‐2014 2）が発表さ
れた。この中でmultidisciplinaryな研究体制の重
要性が説かれており、米国・日本・ドイツでは推
進が進んでいるため、英国も強化する必要がある
と述べている。
　知識産業社会では、国民の才能と技能が資源と
も捉えられている。DIUSは「国内で高等教育を
 その他の分野 TOPICS Others
　2007年6月28日、英国で労働党のブラウン内閣が発足した。教育改革の鍵を科学に据えた方針により、
旧貿易産業省の科学・イノベーション部門と旧教育職業技能省の高等教育・研究部門を合わせて、イノベー
ション・大学・職業技能省（DIUS）を設置した。省庁横断の科学技術政策にあたる科学庁をDIUS内に設置
し、高等教育の充実による高度な職能を持った多数の人材育成と、他国からも人材を牽引する環境の整備
を重視している。欧州の伝統的教育制度では、知識業に就く潜在的資質のある人材が必ずしも高等教育の
機会を得られず、他国に流出する事も危惧されていた。ブラウン首相は、高等教育への機会均等問題など
に社会・政治的関心を向ける契機となった2000年の論争でも知られており、新教育省である「児童・学校・
家庭省（DCSF）の子育て・家庭支援とともに、教育の機会均等・拡充を図る体制も整備された。
トピックス 6　職能技能育成に標的を合わせた英国の科学技術行政改革
受け先端的職能を備えた人材を育成して高い技能
を提供できる場を創成する」ことと、「国際的に流
動性を増す人材を自国に牽引する環境を整備する」
ことを重視するようになる。即ち、この省が、英
国のイノベーション政策と国際競争力を担う人材
確保を推進する。
　一方、英国では伝統的に子供の教育は家庭の問
題とされ、旧DfESは子供の人権や大学教育を扱っ
てきたが、高等教育機関・研究機関がDIUSに移
管した後、新教育省に当たる「児童・学校・家庭
省（the Department for Childre, Schools and 
Families、DCSF）」は、子育てや家庭支援を含む、
子供の育成をとり扱うことになった。
　又、ブラウン氏は2000年に、高等教育への機
会均等問題などに社会･政治的関心を向ける契機と
なったLaura Spence論争注）の口火を切ったこと
でも知られている。欧州の伝統的社会では早期選
抜により、保護者の経済的･社会的状況によって、
子弟が進学を断念する傾向が強かった。ブラウン
政権では、家計に余裕の無い家庭や両親が大学卒
でない家庭からも高等教育への子女の進学を促が
すよう、助成金・支援制度の改革を提示している。
注　Laura Spence 論争：2000 年、英国東北部の
公立高校を優秀な成績で卒業した女子学生 (Laura 
Spence) が、Oxford 大学入学のための面接試験で落
とされる一方、Harvard 大学への奨学金給付・入学
資格を獲得した。この件について Brown 氏が公の
場で Oxford 大学を非難した。機会均等やエリート
大学の伝統的な学生選抜方法の妥当性について、又、
優秀な学生の海外流出・伝統的機関の教育内容の水
準などについて、政界や一般社会をまきこむ論争に
発展した。
参　考
１）http://www.dti.gov.uk/science/
２）http://news.bbc.co.uk/nol/shared/bsp/hi/pdfs/scie
nce_innovation_120704.pdf
9Science & Technology Trends   October  2007
特別記事
2007年ノーベル賞
自然科学3部門と平和賞の受賞者決まる
　2007年のノーベル賞自然科学３部門（生理学・医学賞、物理学賞、化学賞）および平和賞の受賞
者が決まった。10月8日にスウェーデン　カロリンスカ研究所より生理学・医学賞が、同国王立
アカデミーから9日に物理学賞、10日に化学賞が発表された。また12日にはノルウェーノーベル
委員会より平和賞が発表された。以下に受賞者と受賞理由について紹介する。
1.　自然科学 3部門受賞者と受賞理由の概要
（1）生理学・医学賞
Mario R. Capecchi（米） ：ユタ大学
Martin J. Evans（英） ：カーディフ大学
Oliver Smithies (米) ：ノースカロライナ大学
受賞理由
「胚性幹細胞（ES細胞）を利用した、マウスの特定の遺伝子を改変する基本原理の発見」
に対して
　生物の疾病発症のメカニズムを解明するためには、その疾病の原因となる遺伝子を見
つけ出すことが重要である。その手段の一つとして、特定の遺伝子の機能を失わせた動
物を作出し、その動物にどのような異常が現れるかを見る方法、いわゆるジーンターゲ
ティング法が現在では広く使われている。3 氏はこの手法を開発し、さまざまな疾病の
原因解明などに貢献した業績が評価された。
　Evans 氏は、マウスの受精卵から取り出した細胞を特殊な方法で培養し、あらゆる種
類の細胞や組織になることができる胚性幹（embryonic stem: ES）細胞を作り出す手法
を確立した。哺乳類では初の成功であり、その成果は 1981 年の Nature 誌に ｢ マウス胚
からの多能性胚性幹細胞培養系の樹立 (Establishment in culture of pluripotential cells 
from mouse embryos)｣ として報告した (Nature 1981,292:154-6)。一方、Capecchi 氏
と Smithies 氏はそれぞれ、標的となる遺伝子を操作する手法を確立し、1988 年には
これらの手法を組み合わせ、特定の遺伝子の働きを失わせたノックアウトマウスを作り
出すことに成功した※。後に、このジーンターゲティング法はヒトの各種疾患モデル動
物の開発に欠かせないものとなり、また発生、免疫、脳神経機能の分子メカニズムの解
明など、生命科学研究を進める上で大きなブレークスルーとなった。
　現在、この手法は世界に浸透しており、がんや遺伝病など 500 種以上のヒト疾患モ
デル動物が作出され、今後も、さまざまな疾病の原因解明や治療法の開発に大きな貢献
をもたらすものと期待されている。
※　代表的な論文として、以下が挙げられる。
・マウス胚由来幹細胞における変異HPRT遺伝子の標的修正法(Targeted correction of 
a mutant HPRT gene in mouse embryonic stem cells. Nature 1987, 330:576-8)
・マウス胚由来幹細胞のターゲティングによる部位特異的変異(Si te -d i rec ted 
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mutagenesis by gene targeting in mouse embryo-derived stem cells. Cell 
1987,51:503-12)
（２）物理学賞
Albert Fert (仏) ：パリ南大学
Peter Gru‥nberg (独) ：ユーリッヒ研究固体物理研究所
受賞理由
「巨大磁気抵抗の発見」に対して
　　
　パソコンや一部のミュージックプレーヤーに使われる小型ハードディスクからの読み
とりには高感度なヘッドが必要であった。この高感度ヘッドの実現に必要不可欠な新し
い物理的効果の発見に対して今年度のノーベル賞が贈られることとなった。
　1988 年に Fert 氏と Gru‥nberg 氏は独立に、新しい効果である「巨大磁気抵抗（Giant 
Magnetoresistance、略してGMR）」を発見した。巨大磁気抵抗を持つ系では、磁界の僅
かな変化が大きな電気抵抗の変化をもたらす。これは、磁気的に書かれた情報を電流に
変換して読みとるハードディスクの読みとり装置としては最適である。GMR の発見後
直ちに、多くの研究者や技術者達が、この GMR を読みとりヘッドに使える様に研究を
始めた。GMR効果を用いた最初の読みとりヘッドは1997年に出現し、以降は標準技術
となった。今日の最新の読みとり技術においても、改良はされてはいるが、今なおこの
GMR効果が使われている。
　磁性金属膜と非磁性金属膜で図の様に
３層構造を作ると、両側の磁性金属の磁
化が平行の時には電子が流れ易いため電
気抵抗は小さくなる。逆に、反平行の時
には電子が流れ難いため電気抵抗が高く
なる。この効果が GMR と呼ばれる。各層の材料や厚さを工夫し、片方の磁性膜の磁化
方向を固定し、もう一方の磁性膜の磁化を自由に変化できる様にしておくと、ハードディ
スクの微小な磁化領域に反応して、自由層の磁化の向きが変わり、電気抵抗の大きな変
化を引き起こす。この原理が読みとりヘッドの高感度化に大きく寄与し、ハードディス
クの高密度化に役立つこととなった。
　また、非磁性金属膜の代わりに絶縁膜を挟んだ時、「トンネル磁気抵抗」と呼ばれる
関連効果も見い出され、新たな磁気メモリとしても発展している。この様に、微小磁化
やスピンを使ったエレクトロニクスは、「スピントロニクス」と呼ばれる新しい分野を
形成し、大きな拡がりを持つに至った。今回受賞された２氏は、この「スピントロニク
ス」のパイオニアとして位置づけられる。
（３）化学賞
Gerhard Ertl（独）：マックス・プランク研究協会フリッツ・ハーバー研究所
 名誉教授
受賞理由
「固体表面における化学プロセスの研究」に対して
　固体表面における化学プロセスの科学は、化学肥料製造のような触媒を利用する多く
の化学工業にとって重要なだけではなく、鉄がどうして錆びるか、燃料電池がどのよう
にして機能するか、あるいは自動車触媒がどのようにして働くかなど、化学工業以外の
多くのプロセスの理解に役立っている。また、オゾン層破壊の理解や半導体工業などの
分野にも表面化学の知識が活用されている。
 磁性金属膜（固定層）
 非磁性金属膜
 磁性金属膜（自由層）
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　Ertl 氏は、1960 年代に、当時半導体工業で開発された新しい技術を活用して、表面
化学研究の新しい方法論を創出した。即ち、当時進歩した高真空技術を利用した実験装
置を使用して、例えば極度に清浄化した金属表面における個別の原子層と分子がどのよ
うに振る舞うかを観察する方法である。この実験手法においては系に導入可能な元素を
厳密に決定されなければならないなど、反応の完全な描写には、高度な精密さや多くの
実験手法の組み合わせが必要である。
　Ertl 氏はこの実験手法を用いて、水素分子と窒素分子から化学肥料の原料となるアン
モニアを合成する触媒について触媒表面と反応分子との相互作用を調べ、表面反応を描
写できることを示した。また自動車排ガス中の有害物質である一酸化炭素を二酸化炭素
の酸化する触媒についても同様の成果を挙げている。
　Ertl氏の創出した表面化学研究の方法論は、それまで難しかった信頼性のあるデータが得
られることから賛同者が増え、学術研究や工業プロセスの開発に役立っている。
2.　平和賞受賞者と受賞理由の概要
平和賞
Arbert Arnold Gore Jr.（米）：
気候変動に関する政府間パネル（スイス）　（IPCC：Intergovernmental Panel on 
Climate Change）
　
受賞理由
「人類のもたらす地球規模の気候変動に関する知識を広め、変動を最小限にとどめるた
めの方策の基礎を築いたこと」に対して
　将来の気候変動に繋がる変化の兆しについては、最大限の関心を持って扱われなけれ
ばならないし、いかに予防していくかを最優先に考えなければいけない。大規模な気候変
動は、多くの人類の生活状況を脅かす可能性があり、結果として大規模な移住が必要とな
る場合には地球資源の争奪に繋がる事も懸念される。このような事態は、特に発展途上国
などの脆弱な国々への重い負担となる上、地域間の紛争や戦争も増加する可能性もある。
　IPCC（1988年設立）は過去20年間に発行されたレポートを通じて、人類の活動と気候
変動との関連性について検討し、広範なコンセンサスを構築してきた。数千人に及ぶ科学
者や関係者が100以上の国から参加し、多くの関連する研究結果を精査し、地球温暖化を
確証するために協力してきた。1980年代には、地球温暖化についての議論は、単なる興味
深い一仮説にすぎなかったが、1990年代には堅実な証拠が次々に見出され、ここ数年で
は地球温暖化と人為的な活動との関連性が、明確に確証されるまでにいたっている。
　Gore 氏は、世界で最も環境保護に取り組む政治家の一人として、長い間活動してきた。
世界が直面している脅威にいち早く気づき、気候変動問題との闘いに取り組み、政治活
動、講演会、映画や書籍を通じて、強いコミットメントが示された。人類が採るべき方
策に対する理解を、個人として最も世界に広めたと言える。
　この受賞によって、気候変動問題に関する議論のプロセスと意思決定が今まで以上に
進展し、結果として世界の将来の気候が守られ人類に対する脅威が低減する事を、ノル
ウェーノーベル委員会は期待している。人類が気候変動を止められなくなる前に、今す
ぐ行動が必要である。
参考文献：ノーベル賞ホームページ、http://nobelprize.org/
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欧州におけるペタスケール
コンピューティングの動向
野村　稔
情報通信ユニット
　 高 性 能 コ ン ピ ュ ー テ ィ ン グ
（HPC：High  Pe r fo rmance 
Computing）とは、天候、気候な
どの自然現象のシミュレーショ
ン、宇宙物理学やプラズマの解析、
生命科学などの非常に計算量が多
い計算処理のことであり、HPC
を行う手段としては、スーパーコ
ンピュータやグリッドを用いる方
法がある。スーパーコンピュータ
とは、大規模な科学技術計算に用
いられる超高性能コンピュータを
指し、適用用途に応じてさまざま
なアーキテクチャがあり、その性
能は高位から下位までさまざまな
ものが存在する。ここでは、それ
らのスーパーコンピュータを総称
して「HPCシステム」という。一
方、グリッドとは、ネットワーク
上に分散した多様な計算資源や情
報資源、例えばコンピュータ、記
憶装置、可視化装置、大規模実験
観測装置などを仮想組織のメン
バーが一つの仮想コンピュータと
して利用する環境を指す。
　HPCシステムの性能の500位
までの順位を決めるTOP500リ
スト1）によると、米国の圧倒的な
強さに続いて、欧州が高性能な
HPCシステムの保有に向けて努
力している姿が伺える。そして
最近、欧州のHPCシステムへの
対応にさらなる変化が見えてき
た。これは、米国および日本で政
府主導によって推進しているペタ
スケールコンピューティング（ペ
タFLOPS注1）レベルの性能をも
つスーパーコンピュータを中心と
したHPC）の研究開発を注目した
動きである。欧州でも科学技術を
推し進めるためにはシミュレー
ションの大規模化、高精度化、高
速化への対応が必要で、そのため
には最高位の性能をもつHPCシ
ステムとその活用が必須のものと
されるようになってきた。欧州
もペタFLOPSレベルの性能をも
つHPCシステムをターゲットに
しており、それを以下では「欧州
スーパーコンピュータシステム」
と呼ぶことにする。2007年１月
から開始した第7次欧州研究開発
フレームワーク（FP7：Seventh 
Framework Programme）の e‐
インフラストラクチャ計画では、
FP6までに強化してきたグリッ
ドインフラストラクチャに追加し
て、新規に「スーパーコンピュー
タシステムの配備」を採り上げて
いる。
　この動きに関連して、2006年
の6月 に「 欧 州 に お け る 高 性 能
コ ン ピ ュ ー テ ィ ン グ の タ ス ク
フォース（HET：HPC in Europe 
Taskforce）」が 発 足 し た。HET
は、 欧 州 の11カ 国 のHPCシ ス
テムの専門家から構成されてい
る。HET設置の目的は、最高位
の性能をもつHPCシステム、欧
州各国内の既存インフラストラク
チャ、ソフトウェア開発、計算科
学における能力開発の必要性な
どを考慮した、持続可能なHPC
エコシステム（HPCシステムの連
携）を欧州に構築するための戦略
と行動を提言することであった。
そして、2007年1月、HETは検
討結果を提言としてまとめた。
　本稿では、このHETによる提
言を紹介する。まず第2章で現状
の欧州のHPCの状況を概観し、
第3章でHETによる提言内容を
示す。そして第4章で注目すべき
点について述べる。
1  はじめに ●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　
2  欧州のHPC（高性能コンピューティング）の状況 ●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　
２‐１
TOP500にみる欧州の
HPCシステム保有状況
　TOP500 リストは、リンパッ
クベンチマーク注 2）性能に基づ
いたランキングである。必ずし
も実際の動作環境でのシステム
性能を反映しているとは言えな
いが、世界の HPC システムの状
況を知るものとしては意味があ
る。TOP500 リストは毎年 6 月
と 11月 に発表されている。以下
では、2007 年 6 月のリストから
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図表１　大陸別の保有性能値の推移 (TOP500 リスト内のシステムに限る )
欧州の HPC システムの状況を概
観する。
　 図 表 1 は、1997 年 6 月 か ら
2007 年 6 月までの大陸別の HPC
システムの保有性能値を、リン
パックベンチマークでの実性能値
（Rmax）の推移として示してい
る。ここでは、500 位までにラン
クされている大陸毎の全システム
の実性能値を合計して保有性能値
として示している。図表から明ら
かなように、米国の圧倒的な強さ図表  大陸別の保有性能値の推移 リスト内のシステムに限る
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図表  欧州各国の保有性能値の推移 リスト内のシステムに限る
2007年 6月のシステム数 
欧州
米国
TOP500 リストを基に科学技術動向研究センターにて作成
図表 2　欧州各国の保有性能値の推移（TOP500 リスト内のシステムに限る）
TOP500 リストを基に科学技術動向研究センターにて作成注 3）
図表  大陸別の保有性能値の推移 リスト内のシステムに限る
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2007 年 6月のシステム数 
英国42、ドイツ24、 
フランス13、スペイン６ 
（参考：日本23、米国281）
に続いて欧州が高性能な HPC シ
ステムの保有に向け努力している
姿が伺える。
　図表 2 では、欧州内の国別の保
有性能状況を、特に性能の伸びが
著しい英国、ドイツ、フランス、
注1　FLOPS（フロップス）とは、コンピュータの処理速度を表す単位であり、ペタFLOPS（フロップス）は1秒間に1千兆
回の浮動小数点演算を行うコンピュータ能力。
注2　リンパック（LINPACK：LINear equations software PACKage)ベンチマークは、主に浮動小数点演算のための連立
一次方程式の解法プログラムであり、これによるベンチマークテスト結果は、スーパーコンピュータからワークス
テーション、パーソナルコンピュータに至るまで数多くの計算機にわたり登録されている。測定結果は１秒あたり
の浮動小数点演算数として表示される。
注3　図表1、2では、TOP500に登録されているHPCシステムの合計性能を示している。例えば、英国の例では、リストに掲
載されている42のHPCシステムのそれぞれの性能の合計を求めている。単独のHPCシステムの性能 (Rmax)でみる
と、最新のTOP500リストに1位としてランクされているもので280TFLOPS（米国のDOE/NNSA/LLNL）である。ペタ
スケールコンピューティングの研究開発は、この単独でのHPC性能でペタFLOPSを越えるものを目指している。
■ 用 語 説 明 ■
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スペインをとりあげて示す。最新
の TOP500 リスト内のシステム
数で見ると、英国は 42、ドイツ
は 24、フランスは 13、そしてス
ペインが 6 となっている。参考ま
でに言うと、日本のシステム数は
23、米国のシステム数は 281 で
ある。
　HPCシステムの設置サイトとし
ては、英国では、Atomic Weapons 
Es tab l i shment（TOP500 リ
スト中 24 位）、Univers i ty of 
Reeding（36 位）、ドイツでは、
Leibniz Rechenzentrum（10位）、
Forschungszentrum Juelich
（FZJ）（18 位）、フランスでは、
Commissar ia t  a  I’Energ ie 
Atomique（CEA）（12 位と 22
位）、スペインでは、Barcelona 
Supercomputing Center（9位）な
どが、リスト中の上位にランクさ
れている。また、これ以外には、オ
ランダ、スイス、フィンランドなど
でも上位ランクの HPC システム
が拡充されている。
　注目される大規模な HPC シ
ス テ ム の 最 近 の 導 入 例 と し て
は 、英 国 の H E C T o R（ H i g h -
End Comput ing Terasca le 
Resource）が挙げられる。これ
は英国の大学の研究者に向けた
ものであり、エジンバラ大学の
Advanced Computing Facility 
（ACF）に設置される。第 1 フェー
ズのシステムは、ピーク性能で約
60TFLOPS（テラ FLOPS）であ
り、2007 年 10 月からオープンに
なる。第 2 フェーズは 2009 年の
10月に予定されており、ピーク性
能で 250TFLOPS、そして性能は
不明だが第 3 フェーズが 2011 年
FLOPSクラスの性能をもつスー
パーコンピュータシステムの保
有とその活用は必須のものとさ
れた。計画では、FP7では、FP6
までに拡充されてきたGEANT2
注6）やグリッドインフラストラク
チャは今後はアップグレードのみ
となっており、一方、スーパーコ
ンピュータ、レポジトリ（データ
や情報、プログラムなどが保管さ
れている場所）、データインフラ
ストラクチャなどが新しい要素と
して採り上げられている7）。
２‐４
ペタスケール
コンピューティングへの動き
　図表 3 に欧州でのペタスケー
ルコンピューティングへの検討の
経過を示す。
　2005 年 8 月から 2006 年 4 月
にかけて、フィンランド、フラン
ス、ドイツ、イタリア、オラン
ダ、スペインおよび英国の協力に
より設置された国際科学パネルに
より、ペタスケールコンピュー
ティングの科学的必要性が検討さ
れた。この科学的必要性の検討は、
欧州の科学および経済において、
最先端の HPC（「リーダーシップ
クラスのスーパーコンピューティ
ング」）の戦略的な役割が認識さ
れたことをきっかけに開始され
た。その中核には、個々の欧州諸
国が孤立していては、各国の研究
者およびエンジニアに対して、世
界的に競争力のあるリソースを提
供することができないという強い
思いが伺える。
　HETは、欧州の計算科学界に
に予定されている2）。
２‐２
欧州の優位性
　欧州のHPCシステムは、ハード
ウェアのほとんどを外国からの調
達に依存しているのが実情である。
しかし、ソフトウェア開発技術、そ
してHPCシステムの活用技術は
非常に高いレベルにある。具体例
と し て は、BLAS（Basic Linear 
Algebra Subprograms）注4）へ の
貢献、NAGライブラリ注5）、計算
流 体 力 学（Computational Fluid 
Dynamics）プログラム、有限要
素法プログラム、コンピュータ
化学パッケージ、統計学パッケー
ジなどの欧州発の技術が挙げられ
る。
　また活用面の優位性としては、
欧州各国に配備されている HPC
システムをグリッドにより連携し
て効率よく活用することを盛んに
進めている点が挙げられる 3～6）。
２‐３
研究開発フレームワーク
の中でのHPCの位置づけ
　第7次欧州研究開発フレーム
ワーク（FP7）におけるe‐インフ
ラストラクチャ計画では、FP6ま
でに強化してきたグリッドインフ
ラストラクチャに対し、新規項目
として「スーパーコンピュータシ
ステムの配備」を追加した。これ
は、米国、日本で政府主導で推進
しているペタスケールコンピュー
ティングの研究開発に対抗した動
きと考えられる。欧州でも、ペタ
注4　数値計算，特に線形代数的な処理を行う上で基本的な処理を定めたインターフェイス。
注5　世界トップレベルの数学者、統計学者らにより構成されるNAG研究開発チームによって開発された汎用的な科学技
術・統計計算ライブラリ。
注6　GEANT2は、汎欧州のリサーチおよび教育ネットワークであり第7世代目にあたる。最先端のサービスと地理的に
世界で最も広範囲をカバーしており、欧州の研究と教育ネットワーク (NRENs: National Research and Education 
Networks)を経由し34ヶ国にわたる接続を可能にしている。
■ 用 語 説 明 ■
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として、計算・データ処理分野の
「European High-Performance 
Computing Service」が組み込ま
れた。図表 4 にその推定費用を示
す。この推定費用には、要求する
HPCシステムの建屋、HPCシステ
ムを最適に運用するための専門技
術など、HPCサービスの全てが含
まれている。
用　　途 時期 推定費用
準備段階 2006‐2007 年 1. 6‐16 億円
中位レベル
インフラ
い く つ か（5‐10）の 中
規模のインフラを想定
2007‐2008 年から
開始
2 年ごとに
80‐160 億円
最上位（ケイ
パビリティ）
インフラ
複数を設置、異なった
2 つのアーキテクチャ
の可能性があり、異なっ
た場所に設置
2008‐2009 年から
開始
2 ～ 3 年ごとに
160‐320 億円
メンテナンス／アップグレード 年 80‐160 億円
ソフトウェア開発、最適化、トレーニングなどの支援プロジェクト 年 48‐80 億円
注７ e-Infrastructure Reflection 
Group： e-IRG は、欧州全域にわ
たって分散された電子リソースの
容易かつコスト効果の高い共有使
用のためのフレームワーク（政治
的、技術的、および管理的）の作成を
支援している。特にグリッドコン
ピューティング、ストレージそして
ネットワーキングを対象としてい
る。
■ 用 語 説 明 ■
図表 3　「欧州における高性能コンピューティングタスクフォース 」の検討経過
参考文献 10）を基に科学技術動向研究センターにて作成
2.2 欧州の優位性 
2.3 研究開発フレームワークの中でのHPCの位置づけ 
2.4 ペタスケールコンピューティングへの動き 
図表  「欧州におけ ピューティングタスクフォース 」の検討経過
2005年8月 2006年4月 6月 2007年1月
ペタスケールコンピューティング
の科学的必要性の検討 HETによる検討
 
図表４　European High-Performance Computing Service の推定費用
（推定費用は1ユーロを160円換算）
参考資料8）を基に科学技術動向研究センターにて作成
3  HET（欧州におけるHPCタスクフォース）による提言内容 ●　●　●　●　●　●　●　●　
　ここではHETが2007年1月に
EC（欧州委員会）に対して提出し
た提言内容を示す。この章の内容
は、参考文献 9～13）の内容を抜粋し
たものである。
３‐１
ペタスケール
コンピューティングの
科学的必要性
　 こ こ で は、2‐4 節 で 示 し た
2005 年 8 月から 2006 年 4 月にか
けて国際科学パネルによって作成
された報告書 13）について述べる。
　この報告書には 2010 年から
2020 年の期間にわたる「欧州に
おけるペタスケールコンピュー
ティング」に関する科学的必要性
が記述されており、HET の提言
の基礎部分として位置づけられ
る。報告書は、天候、気候学、地
球科学の分野；宇宙物理学、高エ
ネルギー物理学、プラズマ物理学
の分野；物質科学、化学、ナノ科
学の分野；生命科学分野；そして
工学分野の 5 つの分野別委員会
によってまとめられた。5 つの分
野に対し図表 5に示すアプリケー
ションが挙げられており、各々の
科学的課題および潜在的成果は、
文末参考に示すようなものであ
る。
競争力の高いリソースを提供する
ための連携強化を目的として、
2006年6月にe‐IRG注7）主催の
会議で設立された。欧州の11カ
国からの代表によって構成されて
おり、メンバーは、オーストリア
2名、フィンランド2名、フラン
ス2名、ドイツ3名、アイルラン
ド2名、イタリア2名、オランダ2
名、スペイン2名、スウェーデン
1名、スイス1名、英国3名の22名
から成る。2007年1月、HETは
検討結果を提言としてまとめた。
２‐５
欧州研究開発インフラ戦略
フォーラム（ESFRI）ロード
マップの中での位置づけ8）
　「欧州研究インフラ戦略フォー
ラ ム 」（ E S F R I ： E u r o p e a n 
Strategy Forum on Research 
Infrastructures）は、欧州の科学
に多大な影響力を持つロードマッ
プを作成した。ロードマップでは、
7 分野（社会科学・人文学；環境
科学；エネルギー；生物医学・
生命科学；材料科学；天文学、天
体物理学、核・素粒子物理学；計
算・データ処理）を対象にして、当
初 200 の提案プロジェクトをレ
ビューを経て 35 プロジェクトに
絞り込んでいる。HETの努力によ
り、このプロジェクトの中の 1 つ
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３‐２
HETの役割と対象範囲
　HET は、欧州に米国や日本の
コンピューティング性能に匹敵す
る能力を持つ有力施設が存在しな
いことを計算科学の競争力の点で
大きな問題であると述べている。
HET が重視したのは、例えばペ
タ FLOPS クラスのコンピュー
ティング能力をもつ最上位クラス
のリソース、およびこのようなシ
ステムを効率的に活用するための
方法である。図表 5 のような科
学的問題を解決するには、ハード
ウェアだけあれば十分というわけ
ではなく、ペタ FLOPS クラスの
システムには、ペタ FLOPS クラ
スに適合するソフトウェア、ス
ケーラブルなアルゴリズム、有能
な科学者が必要であると述べてい
る。また、最高性能を必要としな
い大部分の処理を実行する国立の
コンピューティングセンターとの
統合も必要であるとしている。以
上の理由により、欧州内の HPC
システム全体での持続的な連携
（これを HPC エコシステムと呼
んでいる）を検討の対象としてい
る。
３‐３
HPCシステムの連携
（HPCエコシステム）
（ 1 ）ケイパビリティと
　 キャパシティの分類
　参考文献13）では、次のように
述べてスーパーコンピュータによ
るコンピューティングを2つに大
別している。「科学計算の要件は
大きく分けて、キャパシティとケ
イパビリティに分類できる。キャ
パシティコンピューティングと
は、多数の小、中規模のプログラ
ムを異なるデータ・セットに対し
て実行する際のスループットの高
さを意味する。このスタイルのコ
ンピューティングは、グリッドに
基づくコンピューティング方式で
アクセス可能な、国または地域レ
ベルの適切なコンピューティング
能力の提供により対処することが
可能である。一方、ケイパビリティ
コンピューティングは、技術的に
はるかに困難で、協調的モードで
動作する多数のプロセッサ上での
シミュレーションに特徴付けられ
る。このようなシミュレーション
は、多くの場合、大量のメモリと
極めて多量のデータ・セットを処
理する能力を必要としており、そ
の性能は個々のプロセッサを連結
する広帯域幅で低レイテンシー
（通信で生じる遅延時間）の通信網
に依存する。そのため、疎結合の
分散コンピューティング・インフ
ラストラクチャーでは実現不可能
な単一の並列コンピュータが必要
である。国際科学パネルは、この
ケイパビリティコンピューティン
グを必要とするクラスの問題に対
しては、欧州規模でのスーパーコ
ンピュータの能力の確立が極めて
重要であると確信している。」
　また参考文献 9）では、ケイパ
ビリティコンピューティングとグ
リッドコンピューティングとの差
異を次のような例で説明してい
る。「図表 6 は、グリッド内のさ
まざまなコンポーネントのレイテ
ンシーの幅広さを示している。レ
イテンシーは信号が伝えられなけ
ればならない距離に決定的に依存
する。これは、その定義上、空間
的に（遠く）離れているシステム
が含まれるグリッドコンピュー
ティングによっては、スーパーコ
ンピュータ（ケイパビリティコン
ピューティング）のパフォーマン
スがなぜ達成されないかを説明し
ている。」
分　野 アプリケーション
①天候、気候学、地球科学 気候変動、海洋学および海上気象予報、気象学、水
文学および大気質、そして地球科学
②宇宙物理学、高エネルギー
　物理学、プラズマ物理学
宇宙物理学、素粒子物理学、プラズマ物理学
③物質科学、化学、ナノ科学 複雑な物質の理解、複雑な化学系の理解、ナノ科学
④生命科学 システム生物学、クロマチンダイナミクス、大規模
なタンパク質ダイナミクス、タンパク質の会合およ
び凝集、超分子システム、医療
⑤工学 完全なヘリコプターのシミュレーション、バイオメ
ディカル・フロー、ガスタービンおよび内燃機関、
森林火災、グリーン航空機、仮想発電所
図表５　分野とアプリケーション
図表６　通信プロセスにおける指標となるシステムおよびネットワークの
　　　　レイテンシーの概要
(HW= ハードウェア、SW=ソフトウェア) 数値は最善の推定値で、数値が低いほど良い。
通信システム レイテンシ  ー( ナノ秒 )
スーパーコンピュータ内部ネットワークHW レイテンシー 3‐5
スーパーコンピュータ内部ネットワーク SW レイテンシー 800‐2,000
商用の内部ネットワーク SW レイテンシー 2,000‐50,000
Km あたりのグラスファイバーの光速 (HW) レイテンシー 10,000
長距離プロトコル (SW) レイテンシー > 1,000,000
参考文献9）による
参考文献13）による
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（２）パフォーマンスピラミッド
　HET は、HPC システムの連携
（HPC エコシステム）の基本要素
は図表 7 で示すパフォーマンス
ピラミッドで表されるとしてい
る。ピラミッドの最上位層（0 層）
として提案されているのは、国の
財源からの資金拠出に加え、欧州
レベルの追加資金を得て構築する
少数の最高位の性能をもつ HPC
システム（これを本稿では「欧
州スーパーコンピュータシステ
ム」であるとしている）である。
HET は、最上位層のリソースは
ケイパビリティコンピューティン
グを行うシステムと位置づけてい
る。
　中間層（1層）は、国および地
域レベルの複数のHPCシステム
で、ペタFLOPSを下回る計算処
理であればこれらでほとんど対応
できる。ただし、高度なスケーラ
ビリティ（拡張性）を持ち、ペタ
FLOPSシステム用のプログラム
開発のプラットフォームとして機
能するのに必要な性能を備えてい
るものとする。　
　最下位層（2層）に該当するの
は、地域レベルの活動で、これに
は、複数の欧州諸国における科学
人材基盤の構築、地域教育を通じ
た新たな能力向上・開発などが含
まれる。
　異なった層には異なった能力の 
HPC システムが備わっているが、
ピラミッド全体には、グリッドが
サポートするそれらの間の相互接
続が含まれている。 この種のサー
ビスは、関連する計算パワーのほ
かに、例えば、効率的な格納シス
テム（ストレージシステム）、ネッ
トワーク、ミドルウェア、および
拡張性のあるソフトウェアなどを
必要とする。
（３）人的要素の重要性
　このような HPC エコシステム
をサポートするためには、さまざ
まなレベルにおいて競争力のある
開発とその他の人的要素に焦点を
当てることが重要で、例えば以下
の分野に対する投資の増強が必要
であるとしている。
・ピラミッドのあらゆるレベルに
おけるプログラム開発および
最適化スキル
・リサーチに向けたトレーニング
活動
・専門知識と科学的/技術的サ
ポートへのアクセス
・プログラムライブラリなどの成
果物へのアクセス 
・同分野および複数科学分野内
で 、 さ ま ざ ま な リ サ ー チ グ
ループ間の情報共有を促進す
るための協調ツール
３‐４
既存インフラストラクチャ
との連携
　図表７の HPC システムは、パ
フォーマンスピラミッドの上位・
下位を問わず、他のリソース同
様、欧州研究グリッド（European 
Research Grid）に統合される必
要がある。欧州研究グリッドと
は、あらゆる e‐リソースをハー
ドウェアレベル、ソフトウェアレ
ベル、通信レベルで統合した高度
な連携インフラを指す。欧州各国
に分散したリソースと人材を緊密
に統合し、最適に活用することで、
高効率の運用を実現しようとして
いる。そして、HPC システムと
グリッドとの関係については次の
ように述べている。
（1）関連するすべてのリサーチ
コンピューティングが、欧
州で最も競争力の高いレベ
ルで運用されるためには、
スーパーコンピュータシス
テムがあらゆる欧州研究グ
リッドのインフラストラク
チャの一部とならなければ
ならない。
（2）グリッド開発は、あらゆる
e リソースの統合をサポー
トするものである。科学の
研究活動は、スーパーコン
ピューティングを含む単独
の IT コンポーネントにだけ
に依存することはほとんど
なく、データの前処理、リ
アルタイムコンポーネント
（例えばセンサーグリッドを
含む）、インタラクティブ
あるいは後処理としての視
覚化などが必要となる。こ
れは、スーパーコンピュー
ティングを欧州研究グリッ
ドインフラストラクチャ全
体の一部とすることによっ
てのみ達成される。またコ
ンピューティングリソース
ピラミッドの異なった層へ
のリンクも、グリッドミド
図表  
通信システム レイテンシー (ナノ秒) 
図表  パフォーマンスピラミッド
欧州
HPCセンター
国／地域のセンター
グリッド協調
ローカルセンター
0層 最も能力の高いコンピューティングパワー
を示し、国境を越えてトップリサーチグループに
コンピューティングを提供する、欧州レベルの高
い能力のコンピューティングセンター
1層 HPCユーザーにサービスを提供し、欧
州レベルのセンターのリソースへのアクセス
を効率化するのに十分なコンピューティング
能力を備えた、国と地域のコンピューティング
センター
2層 大学、研究所、またはその他の組
織のローカルコンピューティングセンター
図表７　パフォーマンスピラミッド
参考文献9）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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OS（オペレーティングシステ
ム）が必要である。
・100万を超える並列タスクを処
理するために、新しいプログ
ラミングモデル、コンパイラ
技術、ランタイムシステムが
必要である。
・ペタFLOPSマシンが提供する
スケールまでの拡張性を実現
するために、科学問題に関す
る数式モデルの変更が必要で
ある。
・これらすべての方策はペタス
ケールのハードウェアを使用
するために不可欠であり、欧
州はこれらのソフトウェア関
連の開発で優位性を持ってい
る。
３‐６
大量のデータ保存に
向けた高効率、高信頼性
インフラストラクチャ 
　HPCエコシステムの一部とし
て、以下のような理由から永続的
なデータレポジトリ(データ保存
場所)の構築をさらに重視すべき
としている。
・保存される科学的データの量
は、この数十年間毎年2倍の
ペースで増加しており、この
指数関数的な増加傾向が終わ
る兆しは今のところない。
・取り扱うデータ量が膨大（ペタ
バイトレベルからエクサバイ
トレベルに迫りつつある）で
あるため、大規模複製は不可
能である。一方、このような
データのほとんどは、消失す
ると再生成が不可能なため、
体系的な障害対策（災害対策
を含む）が必要である。
・知的財産権、所有権、プライバ
シーなどに関する問題に対応
するため、徹底的なセキュリ
ティ対策を実施する必要があ
る。
３‐７
計算科学の能力開発について
　HET は、計算科学は基本的に
すべての分野において科学への取
り組み方を大きく変えうるため、
この新たなパラダイムを活用する
には大規模な教育活動を開始する
必要があるとしている。そして、
長期的に最上位層の施設の効率的
な利用と質の向上に重点をおいた
教育・研修活動を充実させるべき
であると提言している。
　具体的には、コンピュータ支援
モデリング、スケーラブルなプロ
グラム開発、既存の国有インフラ
との統合活動、計算科学全般にわ
たる能力開発を目指した研修活動
などが挙げられている。
３‐８
資金調達・利用モデル
　国際競争力のある欧州の HPC
インフラおよびそれに伴ういくつ
かの最上位層の HPC センターを
構築するためには、ハードウェ
ア調達とサポート体制のための
継続的な資金調達が必要である。
HET は、図表７の最上位層にあ
たる欧州 HPC センターインフラ
の資金調達および利用へ向けた設
計目標を述べ、これを構築するた
めに次のような資金調達・利用モ
デルを提案している。
注 ８  D E I S A（ D i s t r i b u t e d 
European Infrastructure for 
Supercomputing Applications）：
　DEISA とは FP6 がサポートす
るスーパーコンピューティング
用の分散型の欧州インフラストラ
クチャである。欧州における主要
な国立 HPC センターの連合体で
あり、現在は欧州全域を視野に入
れた持続的で実用可能な分散コン
ピューティング環境の構築と運営
を行っている。
■ 用 語 説 明 ■
ルウェアを通じて達成され
るべきである。
（3）スーパーコンピューティング
レベルでも、すべてのアプ
リケーションに対して万能
なものはなく、最適なリソー
スを選択できる柔軟な環境
が必要となる。このような
環境は、グリッド環境内で
あれば最適に実現すること
ができる。
　HPC システム間のグリッドに
よ る 連 携 は、 現 在、DEISA 注 8）
プロジェクトによって具体化され
ている。グリッド環境は、ピラミッ
ド内のすべてのリソースを透過し
て見えるような（トランスペアレ
ントな）1 つの環境とし、ピラミッ
ド内のすべてのリソースが目的に
応じて最適に使用されることを保
証する手段である。このように、
グリッドコンピューティングは、
スーパーコンピューティングと補
完関係にあるものである。
３‐５
ソフトウェアへの
注力について
　HET は、 ペ タ FLOPS ク ラ ス
のコンピューティング能力をもつ
リソースのポテンシャルを最大限
に発揮させるためには、ソフト
ウェア開発分野における重要課題
に取り組むべきとし、以下のよう
な見解を述べている。
・いかなる科学問題にも耐えう
るペタスケール性能を実現す
るためには、最上位層のハー
ドウェアのみでは不十分であ
る。
・大規模な（場合によっては異種
の）マシン群を運用するため
の、スケジューリング、アド
レス空間管理、通信、耐故障
性、拡張性、再構成といった
問題に対応するための新しい
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（１）全体目標・設計目標
　①利用に対して、リソースを最
大限に活用するための必要
条件を次のようにしている。 
・計算時間、ストレージ、サ
ポートなどのリソースは、
真 の 意 味 で の ケ イ パ ビ リ
ティコンピューティング・
リソースを必要としている
プロジェクトのみに割り当
てるべきであり、より小規
模な国家レベルのシステム
で満たされるようなニーズ
に対しては割り当てるべき
ではない。 
・リソースの割り当ては、厳
格に科学的基準に基づいて
行われなければならない。 
・リソースをあまり細かく分
割することは、ケイパビリ
ティコンピューティングの
性能低下につながるため避
けなければならない。
・効率的なリソース利用のた
めには、ケイパビリティコ
ンピューティングのための
世界トップレベルのサポー
ト体制と効率的ソフトウェ
アを構築することが絶対条
件である。
②資金調達に対しては、資金
拠出機関および将来の資金
拠出が見込まれる機関の利
益を考慮したものであるべ
きとして、次の内容を提言
している。
・資金拠出するEU加盟国お
よび関係国の科学者に対す
る利用割り当ては、各国の
合計拠出額とEC（欧州委員
会）の合計拠出額に基づい
て行われる。
・資金拠出を行わないEU加盟
国および関係国の科学者に
対する利用割り当ては、EC
の資金拠出額に基づいて行
われる。
・最上位層（0層）拠点を、
DEISAプロジェクトモデル
に従って既存の国際レベル
または国レベルの中位層（1
層）拠点に緊密に統合する
ための資金調達が必要であ
る。
・ECからの調達可能な資金の
大部分は最上位層（0層）の
リソース自体に必要である
が、この拠点および各国の
中位層（1層）拠点における
ケイパビリティコンピュー
ティング向けのソフトウェ
ア開発およびコミュニティ
指向のサポート体制の構築
にも、ECからの資金の相当
部分を確保する。 
・汎欧州科学コミュニティの
設立を支援する。 
・ECおよび協力EU加盟国・関
係国を中心とした資金拠出
に加え、計算時間やサービ
スを産業界・科学界向けに
販売することで得られる償
還も考慮に入れる。 
　また EC は、欧州がペタ FLOPS
ク ラ ス の プ ロ ト タ イ プ シ ス テ
ムの構築を可能にするため、商
用前調達段階（pre-commercial 
procurement phase）を設けるこ
とに非常に強い関心を抱いてお
り、資金調達目標には特にこれを
反映すべきであるとしている。約
2 年間の商用前調達段階には、非
欧州系の HPC 供給企業に対して
欧州のニーズを反映してもらうこ
と、研究開発活動や生産拠点の一
部を欧州に移転させることなどを
促すべきであるとしている。
（２）相互利用モデル
　 相 互 利 用 モ デ ル（ M U M ：
Mutual Utilisation Model）の導
入を提言している。相互利用モデ
ルの基本原則は、2～3 カ国の EU
加盟国・関係国からなる協調的な
調達であり、それを約1～2年ごと
に次のグループへ引き継いでいく
ことである。この資金に加え、最上
位層のシステムへの国レベルの資
金拠出を補完するため、EC も大
幅な資金拠出を行うべきである。
欧州が世界をリードする持続的な
HPCインフラを確保するには、こ
のような「スパイラル式」を採用す
る以外ないだろう。 
　EC が負担するインフラ費用に
相当する大部分のリソースは、す
べての EU 加盟国・関係国が自
由に参加できるプロジェクトに割
り当てられることになる。残りの
リソースは上記のスパイラル式の
調達への参加を約束した EU 加盟
国・関係国のプロジェクトに分配
される。すなわち、このように構
築されるシステム 1 つ 1 つにお
いて、後者の EU 加盟国・関係国
は、その拠出額に応じた割合でリ
ソースの利用が許されるべきであ
る。 
３‐９
ピアレビュープロセス
　前記のようにピラミッドの最上
位層のリソースの要件は、既存の
国別、分野別リソースに関する補
完性の原則を考慮し、科学への貢
献が最適な形で行えるように定義
されている。ピラミッド最上位層
のリソースを利用する科学者は、
数値シミュレーションを通じて科
学の進歩に貢献することが期待さ
れる科学者でなければならない。
科学者へのリソースの割り当てに
は、ピアレビューに基づく評価プ
ロセスが必要である。しかしペタ
FLOPS コンピュータのように高
度に並列化されたシステムを最大
限に利用することは難しいため、
科学的卓越性とアプリケーション
プログラムの効率性の両方を評価
する 2 層構造のレビューシステム
が必要である。
　HET は、組織、定期的なプロ
セス、そして応募資格を提示して
いる。応募資格としては以下が挙
げられている。
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・科学的卓越性
・最上位層のリソースの必要性の
実証
・計算処理、データ収集、結果分
析の実現可能性の証明。各プ
ログラムは、国、分野、また
は地域レベルで利用可能な適
切な施設で提案者が検証済み
であること。
・産業界が利用する場合には、結
果の所有権、機密性などの点
において、成果のさらに詳細
な審査が求められる。
4  特に注目すべき点 　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　
（１）ケイパビリティコンピュー
ティングの必要性について
　HET の作成した報告書には随
所にケイパビリティコンピュー
ティングの必要性が述べられてい
る。国際科学パネルの作成した科
学的必要性には、欧州には世界最
高水準の計算研究グループが複数
存在し、これらのグループにとっ
てペタ FLOPS レベルの性能が大
きく役立つこと、競争力ある科
学と研究において重要なことは、
問題を解くまでの時間（Time to 
Solution）が短縮できることであ
り、実施すべきと認められた研究
には十分なリソースをすぐに利用
できるようにすることが大切であ
ると述べられている。
　また国際科学パネルは、欧州の
科学界が複数領域において世界に
おける主導的地位を維持するため
には、リーダーシップクラスの
スーパーコンピュータの調達が不
可欠であるとし、十分な能力を
持ったコンピュータが利用できな
い場合には、欧州の科学および産
業の競争力が損なわれると述べて
いる。このようなリスクにさら
される分野としては、国際交渉
において活用される気候データ、
ITER の構築およびプロジェクト
の結果の十分な活用、完全な細胞
の理解のための生物物理学および
システム生物学の発展などが例と
して挙げられている。
（２）「欧州スーパーコンピュー
タシステム」の利用方法
について
　HET は「 欧 州 ス ー パ ー コ ン
ピュータシステム」は、ケイパビ
リティコンピューティングを行う
システムとして位置づけられる
ものであり、キャパシティコン
ピューティングの概念とは異なる
ということを、具体的なレイテン
シー（通信で生じる遅延時間）の
数値を挙げて詳細に説明してい
る。そして、ケイパビリティコン
ピューティングは、今までのアプ
ローチでは実現できないものであ
ることを強調している。
　しかし、配備すべきコンピュー
タシステムとしては、全ての学問
領域においてケイパビリティコン
ピューティングの要件を最高度に
満たすことができる単一の設計ま
たは設計思想（アーキテクチャ）
が登場する可能性はきわめて低い
ため、アーキテクチャの異なる複
数システムの必要性を強調してい
る。
　利用方法については、「欧州スー
パーコンピュータシステム」上で
のプログラムは、科学的価値の高
い、最も要求度の高い研究目的の
ために使用すべきであるとし、ピ
アレビューを通して利用プログラ
ムの選定をすることが提言されて
いる。
（３）欧州の競争力について
　HET は、米国および日本との
ギャップを縮めるためには、HPC
エコシステム全体、すなわちパ
フォーマンスピラミッドのすべて
のレベルに焦点を当てた活動を行
うことが必要であるとしている。
そして、このことによって欧州が
競争力をもつ多くの要素を見つけ
られるとしている。具体的には、
科学的ソフトウェア開発とプログ
ラム最適化への投資、ミドルウェ
アの開発、データのレポジトリお
よび効率的なネットワーキングな
どを挙げ、これまで欧州が競争力
をもつそれら要素を今後もさらに
活用すべきであるとしている。
　また 3‐5 節で、ペタ FLOPS
クラスのコンピューティングに必
要なソフトウェア開発分野におい
て取り組むべき重要課題を示した
が、そこで挙げられたペタスケー
ルコンピューティングに不可欠な
方策に対して、欧州は優位性を保
持していると述べている。 
（４）人材育成の必要性について
　3‐7 節に教育・研修活動の充
実化を通じた計算科学の能力開発
の必要性を示した。また、設備の
獲得に比べて、それを扱う人材の
獲得がさらに困難であるとし、そ
れへの投資の必要性も強く訴えて
いる。必要なスキルセットを持っ
た人材のトレーニングには数年を
要する可能性があり、それらの人
材を惹きつけ、維持する環境の構
築にも投資を行わねばならないと
言及している。
（５）非欧州の HPC 供給企業へ
の対応について
　欧州には HPC ハードウェアを
供給できる企業あるいはプロセッ
サの企業が多くはない。そのため、
非欧州企業へ欧州の HPC ニーズ
を正しく伝えることが課題とし、
彼らの R&D 活動の欧州へのシフ
トの促進、商用前調達段階による
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欧州の要望の盛込み促進などにつ
いての方策を考えている。
（６）科学的必要性で採り上げ
た科学技術分野について
　米国政府の高性能コンピュー
ティング政策でも、高性能コン
ピューティングが科学、工学にもた
らす便益が述べられている 14,15）。
この米国の提言と欧州の国際科学
パネルの検討した科学的必要性と
を比較すると、欧州では、「国の
安全」についての言及が少ないが、
ライフサイエンスで多くのアプリ
ケーションを詳細にとりあげてい
る点、また、工学分野でヘリコプ
ターのシミュレーション、森林火
災、グリーン航空機、仮想発電所
など米国には挙げられていない項
目が盛り込まれている点が興味深
い。
　全体的に、欧州のペタ FLOPS
コンピューティングの科学的必要
性では、定量的な成果より、研究
基盤として必要な理由が力説され
ている。
5  おわりに ●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　
【用語集】
FP7 : Seventh Framework Programme
DEISA : Distributed European Infrastructure for Supercomputing Applications
EGEE : Enabling Grid for E-sciencE
ESFRI : European Strategy Forum on Research Infrastructures
GEANT : Seventh generation of pan-European research and education network
HET : HPC in Europe Taskforce
HPC : High Performance Computing
　欧州におけるペタスケールコ
ンピューティングの動向につい
て、 主 に HET（HPC in Europe 
Taskforce）の提言から内容を抜
粋し、注目点を示した。
　科学技術を発展させるために
は、シミュレーションの大規模
化、高精度化、高速化への対応
が必要であることは日米欧で共
通である。ケイパビリティコン
ピューティングシステムの研究開
発は、現在、米国では 4 プロジェ
クト（エネルギー省の ASC 計画、
NLCF 計 画、 国 防 総 省 の HPCS
計 画、 米 国 科 学 財 団 の Cyber 
Infrastructure 計画）、日本では
１プロジェクト（次世代スーパー
コンピュータ開発利用プロジェク
ト）が推進されている。欧州にケ
イパビリティコンピューティン
グシステムとしての「欧州スー
パーコンピュータシステム」施設
を構築するという課題は、日米の
動きに対抗し、欧州の競争力の
強化を狙ったものである。HET
の活動によって、欧州の科学に
多大な影響力を持つ ESFRI（欧
州研究インフラ戦略フォーラム）
ロードマップに全 35 プロジェ
ク ト の 1 つ と し て「European 
High-Performance Computing 
Service」が組み込まれた。そし
て、HET の提言の具体化に向け
て、2007 年 4 月には欧州 15 ヵ
国のスーパーコンピューティン
グセンターによる「Partnership 
for Advanced Computing in 
Europe」( 当 初、PACE と 呼 ば
れていたが PRACE に変更され
た )16) というイニシアティブが結
成されている。PRACE は、その
目標の一つとして、2009/2010
年までに汎ヨーロッパ HPC サー
ビスの実現を掲げている。欧州が
ペタスケールコンピューティング
の配備と活用に向けて大きく動き
出したわけである。活用技術、ソ
フトウェア開発技術などの面で優
れた欧州の今後の動きに注目した
い。
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天候、気候学、地球科学
気候変動
かつてない現実性と詳細さで将来の気候シナリオを表現する ｢Whole Earth System（全地球
システム）｣ モデルの能力および複雑性の増大により、温暖化の程度に対する不確定性と
想定される影響の定量化を行う。
海洋学および
海上気象予報
海洋の性質と変動をあらゆるスケールにおいて研究、理解、予測するための効率的なモデ
リングおよび予測システムの構築、政策決定のための情報提供を行う経済的に適切なアプ
リケーションの開発、政府や産業に対するサービスの構築を行う。
気象学、水文学
および大気質
社会経済面および環境面において大きく影響する、天候および洪水関連の事象を数日内に
予測する。地球表面の大気の質の理解と予測、汚染危機の際の十分に早期な警報と実際的
な軽減措置を可能とする高度なリアルタイム予測システムの開発。
地球科学
課題は、広範な学問領域に及び、地震災害の危険性の軽減、核兵器関連の条約の検証、経
済的に回収可能な石油リソースの発見増加、廃棄物の監視など、重要な科学的、社会的影
響を持つ。コンピューティング能力の増大により、精度、複雑さ、分析期間、信頼性およ
び確実性等の課題に対応でき、以前はパラメータ化していた現象を明確に解ける能力が高
まり、欧州の他のセンター、各国のセンター、そして産業界において使用可能なアプリケー
ションがもたらされる。
宇宙物理学、ＨＥＰ、プラズマ物理学
宇宙物理学
時空スケールが大きく異なるシステムや構造の取り扱い；常微分方程式や偏微分方程式の
非線形結合系は、ほとんどの場合、複素数の試行関数の空間積分や時間積分が必要である。
グランドチャレンジは、恒星および惑星の形成から宇宙全体の起源や進化に関わる問題に
までわたる。欧州プランク調査衛星のような将来の宇宙実験から期待される膨大なデータ
の評価も行う。
素粒子物理学
QCD（量子色力学）などのような量子場の理論は、CERN や DESY のような国際的な（専門）
コミュニティにおいて、理論と実験の両面から主要なトピックスである。この研究は、核
力のごとくに、素粒子および（基本的）相互作用の標準模型のより深い理解をもたらすの
みならず、標準模型を超える未知の物理学を発見するヒントを与えるであろう。
プラズマ物理学
磁気閉じ込め熱核融合炉 ITER の建設によって提起される科学および技術上の課題により、
重要な理論やモデリングへの取り組みが要求されている。実験の成功およびその安全性は、
このようなシミュレータに依存している。高温プラズマの磁気閉じ込めによる熱核融合の
実現、非線形物理学における計算上最も困難ないくつかの解決が必要である。
物質科学、化学、ナノ科学
複雑な物質の
理解
電子産業における多くのデバイスにとって中心的課題となる電子的特性と輸送特性の解
明、およびそれによる技術的に関連した物質の理解の進展。
ゴム、塗料、燃料、洗剤、機能的有機素材、化粧品、食品などの多様な素材の設計および
性能にとって中心的課題となる、核形成、成長、自己組織化、および重合のシミュレーション。
例えば、核エネルギー生成におけるプロセス、使用条件と素材組成の関係を決定するため
の、材料の機械的特性のマルチスケールな記述。このようなシミュレーションは、高効率
ガスタービンなどのエネルギー技術における、高性能素材の耐用年限の予測に極めて重要
である。
複雑な化学系の
理解
触媒作用は、複雑な物質の化学における大きな課題であり、工業化学において多くの用途
を持つ。大気化学の知識は、環境予測および保全（大気浄化）にとって不可欠である。化
学プロセスの知識の進展（ポリマーを含むソフト化学から燃焼の原子論的記述まで）によ
り、化学プロセスの耐久性が改善される。また、超分子集合体により、使用済み核燃料か
らの重元素の分離に新たな可能性が開かれている。生物化学においては、（例えば）人体
内で起こっている膨大な数の反応の詳細は全く分かっていない。将来のクリーン燃料の開
発における主要なステップにおいては、担持ナノ粒子触媒での処理が必要とされている。
ナノ科学
高速な情報処理の進歩あるいは新世代のプロセッサの開発にはデバイスの小型化が必要で
あり、それは必然的にナノエレクトロニクスに帰結する。さらに、ナノモーターなどの多
くの新しいデバイスが想定されるが、これらにはナノレベルでの機械的特性のシミュレー
ションが必要となる。すなわち接着やコーティングなどの分野における高性能複合材料に
は、ナノレオロジー、ナノ流体工学、ナノトライボロジー ( 摩擦学 ) による原子論的な記
述が必要となる。例えば、ナノデバイス・コンポーネントの複雑な磁気的およびメカノオ
プティカルな特性の記述は、ペタ FLOPS 領域のシステムでのみ可能となる。
参考　ペタスケールシステムの配備により取り組むべき科学および工学上の課題と成果
注）
注　HEP：高エネルギー物理
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生命科学
システム生物学
細胞、組織、器官などの全体の挙動を表現したり、また任意の薬品の任意の器官における
最終的な排出物を予測する分解経路の評価を行うための、より高度なモデルの使用。今後
4 年間で、欧州が最初の ｢in silico（コンピュータ内での）｣ 細胞の提供を行える態勢を整える。
クロマチン
ダイナミクス
ヌクレオソーム内の DNA の構成は、転写因子の認識部位のアクセス可能性を大きく変更し、
遺伝子の機能の制御に主要な役割を果たす。ヌクレオソームのダイナミクス、ポジショニ
ング、位相、形成、化学的変化または環境の変化により引き起こされる破壊または変異の
理解は、クロマチン・モデリングを介した遺伝子制御メカニズムの理解に極めて重要であ
る。
大規模なタンパク質
ダイナミクス
タンパク質の大きい構造変化の研究。主要な課題は、タンパク質の誤った折りたたみ、変
性（アンフォールディング）、再折りたたみ（これらはプリオン発症の病理に対する理解
の主要な要素である）にある。
タンパク質の会合
および凝集
最大の課題の1つは、過密な｢細胞内にはない｣タンパク質環境のシミュレーションである。
シグナル伝達経路と関連したさまざまなタンパク質複合体の形成を「in silico」で再現可能
にすることは、細胞機能の理解の進展、およびタンパク質－タンパク質の相互作用を阻害
し得る新たな世代の薬品に道を開くものである。
超分子システム
既存のシミュレーションのプロトコルおよびコンピュータを使用している欧州のグループ
にとっては、タンパク質装置 (protein machine) を正確に表現することは依然として不可能
である。課題は、これらの装置のいくつか（リボソーム、トポイソメラーゼ、ポリメラー
ゼなど）がいかに機能するかを体系的に分析することである。
医薬
ゲノム配列解読、大規模遺伝子型決定の研究は、多遺伝子病の発症の引き金となる決定要
因のシミュレーションや、特定の集団における薬品の代謝不良、あるいは薬品の当初のター
ゲット以外の高分子と薬品の相互作用に関連した二次的効果の予見といった膨大な情報を
提供する。
工学
完全なヘリコプター
のシミュレーション
欧州のヘリコプター産業は技術およびデザインにおける革新において強固な伝統を有して
いる。計算流体力学（CFD）に基づく、回転翼機の動力学を組み合わせた、空気動力学、
航空音響学のシミュレーションは、すでに中心的な役割を果たしており、一連の設計にお
ける各段階でさらなる改善が必要である。
バイオメディカル・
フロー
人工心臓または心臓代用弁、鼻流および上気道と下気道による呼吸器系、そして人体の均
衡システムなど、人体の循環系の分野においては極めて多くの研究が行われており、バイ
オメディカル流体力学により、多くの分野において医療を改善することが可能である。こ
の分野では、実験により大幅に理解が深まっているが、未だ、流れ場、周囲の組織、ある
いはそれらの間の相互作用に対して高精度を要する問題が多く残っており、それらは生物
医学的問題の詳細な数値分析を必要としている。
ガスタービン
および内燃機関
ガスタービンやピストンエンジンにおいては、科学的な課題が多数存在する。第１に、検
討の必要がある物理的なスケールの範囲は広範であり、高速化学反応の性質（反応帯厚さ
約数 10 ミリメートル、10-6 秒）や圧力波の伝播（音速）から、バーナーのスケール（数
10 センチメートル、滞留時間 10-2 秒）あるいはシステムのスケール（ガスタービンの場
合はメートル単位）にわたっている。
森林火災
火災の進行をモデリングし、予測できる、信頼性の高い数値的ツールの開発は、安全、保全、
消防の面から重要であり（「数値的火災シミュレーター」）、リアルタイムでの災害管理にお
いても役立つ可能性がある。社会的な影響は極めて大きく、土地、建物、人命や動物の命、
農業、旅行業界、そして経済に関わる問題である。
グリーン航空機
ACARE 2020 では、航空旅客の着実な増加を可能としつつ、航空輸送が人間および環境に
与える最大限の容認可能な影響に対して、政治的に合意された目標が示されている。この
目標では、排出ガスおよび騒音の大幅な削減を目指している。また、航空輸送は 3 倍増、
事故は 80% の減少が期待されており、旅客の費用は低下（50%）、そして飛行は概ね天候
には影響を受けなくなるとされている。「グリーン航空機」が、機体およびエンジンの製
造産業の解決策である。しかし、こういった困難の多い開発は、より創造的で高品質な数
値シミュレーションおよび最適化の能力によってのみ可能となる。関連するすべての複合
的な相互作用も含めて、運行中の現実の航空機を計算できる能力が必要不可欠である。
仮想発電所
公益事業の主要な関心の 1 つが、高品質でコスト効率の高いエネルギーの生産である。発
電所の耐用年数の 60 年への延長、最適な燃料使用の保証、廃棄物の管理の改善などを含む、
いくつかの課題への直面が不可避である。これらの課題により、新世代のコードおよびシ
ミュレーション・プラットフォームとともに、高度なシミュレーションを実行するためペ
タスケールの計算機へのアクセスが必要とされている。
参考文献 13）から
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科学技術動向研究センター
技術参与
http://www.nistep.go.jp/index-j.html
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コンピュータ設計用 CAD の研究開発、ハ
イ・パーフォーマンス・コンピューティ
ング領域、ユビキタス領域のビジネス開
発に従事後、現職。スーパーコンピュータ、
LSI 設計技術等、情報通信分野での科学技
術動向に興味を持つ。
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希少金属資源に関する
我が国の採るべき方策
河本　洋
ナノテクノロジー・材料ユニット
1  はじめに ●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　
　希少金属（レアメタル）という言
葉は、非鉄金属のうちで量的に希
少であるが、産業上さまざまな用
途に少量ずつ用いられる金属を指
すことが多い。量的に希少という
言葉には、埋蔵量が少ないという
よりも生産量あるいは供給量が少
なく、経済的あるいは技術的な意
味を含めて必要とされる量が入手
しにくいという意味合いが強い。
厳密には定義されていないが、一
般には、図表１に示すように 1）、
31 種類の金属元素（群）を指して
いる。
　レアメタルは素材産業、機械お
よび電子産業などをはじめとする
幅広い産業分野で利用されてお
り、我が国の産業分野を支える高
付加価値製品の部材の原料であ
り、近年需要が拡大している。し
かし ､ 新興国においても著しく需
要が拡大していることや ､ そもそ
も他の金属と比較して ､ その存在
自体が希少であるとともに ､ 生産
地の偏在性ゆえに特定の産出国へ
の依存度が高いなどの特微から、
我が国の中長期的な安定供給確保
に対する懸念が生じている２、３）｡
レアメタルの需要と供給のバラン
スは、製品のリサイクルや代替材
料の開発などさまざまな問題が関
係しており、すぐには解決策を出
しにくい問題である。しかも、こ
れは資源研究あるいは資源開発の
関係者のみが解決しうる問題では
なく、材料科学などの研究分野に
も大きな影響が出はじめるであろ
う。
　一方、レアメタルの確保に関し
ては、我が国でも、古くから開発
が行なわれてきた小規模鉱山や、
排他的経済水域（EEZ: Exclusive 
Economic Zone）をはじめとし
て、我が国の権益の及ぶ水域に存
在するさまざまな鉱物資源の可能
参考文献 1) 掲載図表を科学技術動向研究センターにて改変
図表 1　周期律表 におけるレアメタルの一覧
（注）大きい文字（カタカナ名付き）の非鉄金属元素群（30種類）と、スカンジウム、イットリウムおよび15種類
のランタノイドがレアメタル。
UuoUusUuhUupUuqUutUubRgDsMtHsBhSgDbRfｱｸﾁ
ﾉｲﾄﾞ
RaFr
RnAtPoBi
ﾋﾞｽﾏｽ
PbTl
ﾀﾘｳﾑ
HgAuPt
白金
IrOsRe
ﾚﾆｳﾑ
W
ﾀﾝｸﾞｽ
ﾃﾝ
Ta
ﾀﾝﾀﾙ
Hf
ﾊﾌ
ﾆｳﾑ
ﾗﾝﾀ
ﾉｲﾄﾞ
Ba
ﾊﾞﾘｳﾑ
Cs
ｾｼｳﾑ
XeITe
ﾃﾙﾙ
Sb
ｱﾝﾁ
ﾓﾝ
SnIn
ｲﾝ
ｼﾞｳﾑ
CdAgPd
ﾊﾟﾗ
ｼﾞｳﾑ
RhRuTcMo
ﾓﾘﾌﾞ
ﾃﾞﾝ
Nb
ﾆｵﾌﾞ
Zr
ｼﾞﾙｺ
ﾆｳﾑ
Y
ｲｯﾄ
ﾘｳﾑ
Sr
ｽﾄﾛﾝ
ﾁｳﾑ
Rb
ﾙﾋﾞ
ｼﾞｳﾑ
KrBrSe
ｾﾚﾝ
AsGe
ｹﾞﾙﾏ
ﾆｳﾑ
Ga
ｶﾞﾘｳ
ﾑ
ZnCuNi
ﾆｯｹﾙ
Co
ｺﾊﾞﾙﾄ
FeMn
ﾏﾝｶﾞﾝ
Cr
ｸﾛﾑ
V
ﾊﾞﾅ
ｼﾞｳﾑ
Ti
ﾁﾀﾝ
Sc
ｽｶﾝ
ｼﾞｳﾑ
CaK
ArClSPSiAlMgNa
NeFONCB
ﾎｳ素
Be
ﾍﾞﾘ
ﾘｳﾑ
Li
ﾘﾁｳﾑ
HeH
Lu
ﾙﾃ
ﾁｳﾑ
Yb
ｲｯﾃﾙ
ﾋﾞｳﾑ
Tm
ﾂﾘｳﾑ
Er
ｴﾙ
ﾋﾞｳﾑ
Ho
ﾎﾙ
ﾐｳﾑ
Dy
ﾃﾞｨｽﾌﾟﾛ
ｼｳﾑ
Tb
ﾃﾙ
ﾋﾞｳﾑ
Gd
ｶﾞﾄﾞﾘ
ﾆｳﾑ
Eu
ﾕｳﾛ
ﾋﾟｳﾑ
Sm
ｻﾏ
ﾘｳﾑ
Pm
ﾌﾟﾛﾒ
ﾁｳﾑ
Nd
ﾈｵ
ｼﾞｳﾑ
Pr
ﾌﾟﾗｾｵ
ｼﾞﾑ
Ce
ｾﾘｳﾑ
La
ﾗﾝﾀﾝ
ﾗﾝﾀ
ﾉｲﾄﾞ
希土類元素(ﾚｱｱｰｽ：Sc、Y、ランタノイド)
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性が以前から指摘されてきた。し
かし、需要の少なかった時代には、
その多くは経済的に成り立たない
という理由から閉山を余儀なくさ
れ、あるいは新規開発が見送られ
た。ところが近年の需要の伸びか
ら、これらについても再検討の必
要性が生じている。
　特に今後の海底資源の開発は、
レアメタル資源の安定供給の観点
からも重要な課題であると考えら
れるようになってきている。2007
年7月20日に施行された「海洋基
本法」は、海洋に関する施策を総合
的かつ計画的に推進して我が国の
経済社会の健全な発展を図ること
などを目的としたものであるが、
海洋に関する科学的知見の充実、
海洋資源開発も含めて海洋の積極
利用などが謳われている4）。
　このような背景も含めて、本論
ではレアメタルの現状を俯瞰し、
今後、特に我が国が考えて行くべ
きことを短期的および中長期的の
両面から指摘したい。
レアメタル　：地球の地殻表面に存在量が少ない金属や、量は多くても経済的あるいは技術的に純粋なものを取り出すのが
難しい31種類の非鉄金属元素（30鉱種および１鉱種としてのレアアース）であり、産業に利用されているも
の。ただし、非鉄金属のなかでも利用量の多いベースメタルや、利用量が少なくても高価な貴金属は含まな
い。
レアアース　：希土類と呼ばれる元素を指し、2種類の周期律表3族元素（スカンジウム、イットリウム）と15種類のランタ
ノイド（ランタン、セリウム、プラセオジム、ネオジウム、プロメチウム、サマリウム、ユウロピウム、ガドリニ
ウム、テルビウム、ディスプロシウム、ホルミウム、エルビウム、ツリウム、イッテルビウム、ルテチウム）を合
わせて１7種の元素をいう。レアメタルのなかでは、レアアースは17元素を総括して1鉱種と定義している。
ベースメタル：鉄に次いで利用量の多い、銅や亜鉛、アルミニウムなどの非鉄金属を指す。
■ 用 語 説 明 ■
2  レアメタルと我が国の産業技術 　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　
　我が国の対外貿易収支は、素材
産業、機械および電子産業などの
産業分野に大きく依存しており、
その結果、世界有数の非鉄金属消
費国となっている。銅、鉛、亜鉛
などのベースメタルはもちろんで
あるが、タングステン、コバルト
などのレアメタルも、我が国の国
民生活および産業活動に必要不可
欠な鉱物資源である。これらのレ
アメタルの供給障害は、我が国の
重要産業の一部に重大な影響を及
ぼす。
　特に需給が話題になっているレ
アメタルの例として、インジウム
が挙げられ、これは液晶テレビ、
携帯電話、太陽電池の透明電極に
使用されている。インジウムの用
途と需給の現状を図表 2 に示す 5、
6、7）。インジウム地金の主たる供
給元であったフランスが生産をス
トップしたことから、新地金の供
給元はほぼ中国だけになり、また、
プラズマＴＶの需要増などによっ
て、今後も価格上昇は続くとの見
方がある。一方、後述するように、
インジウムは、鉛・亜鉛などの随
伴鉱（鉛・亜鉛鉱の副産物）であ
ることから、中国の旺盛な鉛・亜
鉛の需要により、今後、中国の亜
鉛需要増に対応して、世界的に鉛・
亜鉛鉱の採掘量が増加し、それに
より副産物であるインジウムも増
産され、価格が沈静化しつつある。
このような複雑な事情のため、今
後の価格動向は不透明であり、今
後の需給とのバランスを注視する
必要がある。
　また、レアメタルの中で、特に
レアアースは特定の用途にのみ用
いられるという傾向がある。図表
3 に、レアアースの用途と需給の
現状を示す 5、6、7）。例えば、ハー
ドディスク、ハイブリッド自動車
のモーターには、希土類磁石（特
に Nd-Fe-B 磁 石： ネ オ ジ ウ ム -
鉄 - ボロン磁石）が用いられてい
るが、希土類磁石の需要増によ
り、主要成分のネオジウムのみな
らず、添加されることによって高
温域での保磁力・磁束密度を高め
る元素であるディスプロシウムお
よびテルビウムの重要度が増して
いる。特にディスプロシウムは、
特性向上のために不可欠な元素に
なっている。現在、これに匹敵す
る高機能の代替磁石は、研究開発
の段階にすら見出されていない。
　我が国のレアアース原材料は
100％輸入で、中国品が約 90%
を占めている。その一方で、我が
国の家電・電気器具、携帯電話機
器、自動車などのレアアース製品
を使用する企業および部品メー
カーの中国移転が進められてい
る。高度経済成長を続ける中国の
レアアース使用製品市場も、当分
の間、拡大発展すると思われる。
一方、中国進出を行っていない日
本の各レアアース使用製品関連企
業にとっては、中国からの原料の
安定供給とともに、中国市場へ販
路拡大している商品とは異なった
ものの開発が求められている。
27Science & Technology Trends   October  2007
希少金属資源に関する我が国の採るべき方策
図表 2　インジウムの用途と需給の現状
主な用途
○透明電極（液晶テレビ、プラズマテレビ、太陽電池）
　・液晶に必須の金属（インジウムの酸化物は電気を通しやすく透明度が高い）
　・日本に技術的優位性がある大型液晶テレビなどに多く使用されている
　・全消費量の約 90% が大型液晶テレビなどの透明電極用
○ボンディング（スパッタリングターゲット用接着剤）
○低融点合金（インジウム入りハンダ）
国 年 2001 2002 2003 2004 2005
中国 100 85 100 200 250
日本 55 55 70 70 70
カナダ 45 45 50 50 50
ベルギー 40 40 40 30 30
ロシア 15 15 15 15 15
フランス 65 65 65 10 10
その他 29 30 30 29 30
合計 349 335 370 404 455
年 2001 2002 2003 2004 2005
透明電極 260 300 360 470 ―
ボンディング 19 21 25 35 ―
低融点合金 6 6 6 8 ―
電池・接点材 5 5 5 5 ―
蛍光体 8 8 8 8 ―
化合物半導体 17 4 7 7 ―
その他 8 11 8 8 ―
合計 323 355 419 541 634（推定）
原料
供給
生産量 70 70 70 70 70
輸入量 171 141 264 421 422
スクラップ
再生 127 158 159 249 329
合計 368 369 494 721 821
特徴
・全輸入の約70%を中国が占める
・全供給の30 ～ 40%程度がスクラップなどのリサイク
ルによるもの
・豊羽鉱山閉山（2006年3月）により、国内生産量は1/3
に減少見込み
世界の消費量（2002年）
出展：Rosskil Indium 2003
（t）
日本 211
(60.1%)米国
75(21.4%)
その他 65(18.5%)
世界の地金生産量（t） 日本の需要と原料供給（t）
出展：Mineral Commodity Summaries
出展：工業レアメタル
参考文献5、6、7)掲載図表を科学技術動向研究センターにて改変
図表３　主なレアアースの用途と需給の現状
主な用途
○希土類磁石（ネオジウム、サマリウム、プラセオジム、ディスプロシウム、テルビウム）
　・ハイブリット自動車に使用
　・日本に技術的優位性がある技術分野で使用
○研磨剤（セリウム）
○光学ガラス（ランタン）
○ニッケル水素電池（ミッシュメタル、ランタン）
○蛍光体（イットリウム、ユウロピウム、テルピウム、ガドリニウム）
　・カラーテレビブラウン管用
年 2000 2001 2002 2003 2004
需要
研磨剤（CeO2） 3,738 2,544 3,721 4,061 4,228
FCC触媒（粗製塩化希土） 702 776 814 682 710
ブラウン管（COe2） 1,500 1,098 1,020 907 944
UVガラス（COe2） 1,332 1,283 1,346 1,350 1,406
光学ガラス（La2O3） 526 409 384 437 455
廃ガス用触媒（CeO2+La2O3) 670 646 677 680 708
脱硫触媒（CeO2） 533 533 555 603 628
コンデンサ （ーNd2O3+La2O3） 1,139 633 762 942 981
蛍光体（Y、Eu、Gd、Tb） ― ― 850 1,200 1,249
焼結希土類磁石（Nd2O3+Sm2O3) 3,753 3,065 3,365 4,058 4,225
ボンド磁石（Nd2O3+Sm2O3) 165 139 118 127 132
ミッシュメタル（MM+La） 2,360 1,490 3,920 3,560 3,707
原料供給（金属量） 27,671 19,737 22,570 25,704 26,762
日本の需要と原料供給（t）
出展：( 社 ) 日本メタル経済研究所報告書
参考文献5、6、7)掲載図表を科学技術動向研究センターにて改変
世界の消費量（2003年）
(t)
中国
30 (35.1%)
日本/東南アジア
23 (27.5%)
米国
17 (19.6%)
欧州
12 (13.8%)
出展：Rosskil Rare Earth 2004
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３‐１
レアメタル資源の偏在
　レアメタル資源は世界的に見て
産出地がかなり偏在している。し
かし、それでも比較的大量に用い
られるレアメタルについては、供
給情報がかなり明確になっている
（図表 2、3、4）。例えば、ニッケ
ルでは、従来はロシアやカナダな
どの鉱床が主だったが、最近、新
しい抽出方法が開発されて、熱
帯のインドネシア、フィリピン、
ニューカレドニアなどで産出する
低品位鉱石からも抽出、回収でき
るようになり、将来的には資源供
給面にあまり心配がなくなってき
た。クロムは、南アフリカが世界
の生産量の約半分を占めるが、日
本企業も進出をしているため、我
が国としてはあまり不安がない元
素となっている。コバルトも、コ
ンゴ、ザンビア、南アフリカなど
の諸国の資源が市場に出てきてい
るため、当面は供給の心配がない。
一方、極端に地域的な偏在がある
ために、我が国で大きな供給不安
がある代表的元素としては、タン
グステン、ディスプロシウムが挙
げられる。タングステンは、中国
が世界の 9 割を生産および輸出を
している。また、ディスプロシウ
ムも含めた希土類元素の 93% も
中国で生産されている。
　例えば、インジウムに関しては、
実は埋蔵量はさほど少ない元素で
はなく、かつ産出国も多く（図表
2、5）、かつては我が国が世界１
位の産出国であった。インジウム
のような元素は、ひとつの鉱山の
閉山などの影響で需給状況が大き
く変動してしまうリスクがあるた
め、素材のスクラップ再生品が大
きな安定供給源になっている。
　レアメタルに限らず金属全体を
地域的に見て、現在、中国が世界
の圧倒的な資源国である。アンチ
モン、ビスマス、カドミウム、鉛、
マグネシウム、モリブデン、希土
類、錫、タングステン、バナジウム、
イットリウム、亜鉛、チタンなど
において埋蔵量が世界第 1 位、銀、
インジウムが第 2 位、銅、金、リ
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参考文献2、7)掲載図表を科学技術動向研究センターにて改変
鉱種
（備蓄有無）
生産国
（2005 年）
主要輸入先
（2005 年） 中国の動向 備考
我が国の
シェア（順位）
ニッケル
（備蓄有）
ロシア 22%
カナダ 15%
豪 14%
インドネシア 44%
フィリピン 14%
ニューカレドニア 13%
ステンレス生産の拡大
により輸入が急増
・LME上場金属
・我が国企業による採鉱
開発あり
2 位
1 位：中国
3 位：米国
クロム
（備蓄有）
南ア 43%
インド 19%
カザフ 19%
南ア 49%
カザフ 26%
インド 9%
輸入量が年々拡大 フェロクロム生産で我が国企業の南ア進出例あり ー
タングステン
（備蓄有） 中国 90% 中国 79% 国内需要を優先
中国の付加価値政策で鉱
石の輸入が激減
4 位
1 位：中国
2 位：米国
コバルト
（備蓄有）
コンゴ 31%
ザンビア 17%
豪 13%
( 加工後の製品をフィ
ンランド、豪、カナダ
などから調達 )
二次電池需要が急拡大
し、コンゴなどから輸
入が急増
・銅、ニッケルの副産物
・我が国企業による採鉱
開発あり（ニッケル）
1 位
2 位：欧州
モリブデン
（備蓄有）
米国 34%
チリ 27%
中国 17%
チリ 45%
中国 15% 中国は輸出国の一つ
・多くは銅の副産物
・我が国企業による採鉱
開発あり
3 位
1 位：欧州
2 位：米国
マンガン
（備蓄有）
南ア 22%
豪 14%
ガボン 13%
南ア 47%
豪 23%
中国 19%
輸入が急拡大中
・鉱石確保で南ア企業と
の提携あり
・シリコマンガン生産で
中国企業進出例あり
5 位
1 位：中国
バナジウム
（備蓄有）
南ア 42%
中国 34%
ロシア 21%
南ア 49%
中国 25% 国内大手社で 90% 生産
フェロバナジウム生産で
我が国企業の南ア進出例
あり
4 位
1 位：欧州
2 位：米国
インジウム
（備蓄無）
中国 55%
日本 15%
カナダ 11%
中国 70%
（海外の亜鉛鉱から
国内で抽出）
（詳細不明） 亜鉛の副産物 1 位（60%）2 位：米国
レアアース
（備蓄無） 中国 93% 中国 90% 内蒙古、華南で生産 ー
2 位
1 位：中国
図表 4　レアメタルの主な生産国と我が国の輸入先
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チウムが第 3 位と見なされてい
る。
３‐２
レアメタル資源消費状況と
供給障害の問題
　そもそも我が国で自給できる鉱
物資源は硫黄のみであり、それ以
外の全ての金属鉱物資源は輸入に
頼っている。近年、新興国を中
心に世界の非鉄金属消費量が急激
に増加しつつある中で、供給面に
問題が多いことが浮き彫りになっ
ている。我が国のような消費国に
とって資源の安定供給確保のため
の環境は、ますます厳しくなりつ
つある。
　まず、歴史的に見て過去 50 年
程度の間、非鉄金属の国際価格は
大きな変動を伴いながらも、貨幣
価値との相対比較において下落傾
向にある。この長期にわたる価格
下落傾向のために、資本主義諸国
の鉱山の閉山、および探鉱開発活
動の低迷があり、これらに関して
は今後も早急な生産の回復が期待
できない。その一方で近年は、中
国をはじめとする BRICs 諸国な
どの消費が急速に伸びはじめ、こ
こに需給の逆行現象が見られる。
ベースメタルに関してさえ、すで
に我が国のユーザーとしての地位
は低下しつつあり、我が国はコン
トロール力を失いつつある。例え
ば、銅の消費を見ると、我が国は
経済規模に沿うような形で、米国
に次いで長く 2 位で安定した消費
をしてきたが、中国がまず我が国
を抜き、ついで米国も抜き、現在
は中国が世界最大の消費国となっ
ている。
　このような背景にともなって、
海外の非鉄金属資源精製メジャー
企業の買収・合併による供給源に
寡占化が起こり、また近年は、一
部の国での資源ナショナリズムの
台頭が見られる。例えば中国は、
特にレアアースに関して資源保護
政策を採り、急激な輸出規制をは
じめている。このような非鉄メ
ジャー企業あるいは資源ナショナ
リズムが、需給のコントロール力
をもちはじめて、我が国のような
消費のみの国がコントロール力を
失う原因となっており、全体量の
少ないレアメタルではその影響が
より大きくなる。
　一方で消費という観点では、特
にレアメタルに関して、我が国
が世界の消費の過半を占めるも
のがいくつかある。例えばインジ
ウムに関しては、我が国が世界
の 60％を消費しており、我が国
以外の主要消費国も米国を除いて
はアジアの数ヶ国に限られる。イ
ンジウムはディスプレイなどの透
明電極材料の用途が主体であるた
め、このような電子機器の主要生
産国とインジウムの消費国が一致
している。つまり、世界的に見る
と消費地域にも極端な偏在があ
る。ディスプロシウムにも同じよ
うな事情があり、情報通信機器や
携帯電話、パソコンなどに加え
て、ガソリンエンジンと電気モー
ターを組み合わせた動力源で走行
するハイブリット自動車の駆動用
モーターおよび発電機などの希土
類磁石に添加物として多用されて
いるため 1）、最大消費国は我が国
であって、その他の国々では消費
が少ない。図表 6 に主要金属・資
源の高騰状況を示すが 2、10）、ディ
スプロシウムやニッケルでは、4
年前との比で 4 倍から 6 倍の値
上がりが起こっている。レアメ
タルの中で過去に実際に我が国で
供給障害が発生した例としては、
1997 年にバナジウムが約１年に
わたり人手困難な状況が継続し、
初めて国家備蓄物資が放出された
ケース、あるいは、2000 年にタン
参考文献 2、8、9) 掲載図表を科学技術動向研究センターにて改変
図表 5　主なインジウム鉱床の存在地と規模（2002 年時点）
多金属鉱床
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タル不足により、国内コンデンサ
製造企業が出荷停止のやむなきに
至ったケースがある 3）。
　図表 7 に、希土類磁石を例に
して、ディスプロシウムの需要と
供給の関係を予想した模式図を示
す。これは、ディスプロシウムの
可採埋蔵量は有限であるので、今
後の需要が急速に拡大した場合、
この資源の枯渇が懸念されること
を模式的に示したものである。現
在、希土類磁石はハードディスク、
産業用モーター、ハイブリッド自
動車などに使われているが、今後
特にハイブリッド自動車での急速
な用途拡大が予想されている。希
土類磁石向けの国内のディスプ
ロシウム需要量は 2004 年度で約
260t である 11）。１台当たり平均
で 2kg の希土類磁石が使用され
て、磁石のディスプロシウム含有
量を 10% と仮定した場合には 1）、
2010 年には、ハイブリッド自動
車の生産が年間 120 万台と予想
されているので 12）、年間 240t の
ディスプロシウムが必要になる。
すなわち、2010 年には、ハイブ
リッド自動車のみで 2004 年度の
全使用量が必要になる。希土類磁
石がハイブリッド自動車以外の工
業製品で使用されることを考える
と、ディスプロシウムの需給はタ
イトに成らざるを得ない。単純に
レアアースの埋蔵量から 13）、そ
の可採埋蔵量と鉱石のディスプロ
シウムの含有量、精錬時の歩留ま
りなどを仮定してディスプロシウ
ムの供給総量を算出すると、数十
年間は問題がないと判断される
が、ハイブリッド自動車以外の工
業製品での需要拡大を考慮する
と、ディスプロシウムの使用量を
低減した磁石の開発のスピードを
速めることや、可採埋蔵量を増や
す努力が将来に不可欠となろう。
短期および中期的には、永久磁石
としての保磁力向上には必須で
あるディスプロシウムの代替技術
が現れる可能性はほとんどなく、
ディスプロシウムの使用量を低減
した磁石の開発が見込めるのみで
ある。
３‐３
レアメタルのリサイクルと
消費量低減の状況
　エネルギー資源と異なり、鉱物
資源にはリユース、リサイクルと
金属種
（地金）
価格
単位
2003 年 7 月 2005 年 7 月 2007 年 7 月
主な用途
価格 比率 (%) 価格 比率 (%) 価格 比率 (%)
銅 US$/t 1710
100
3614 210 7540 440 電線、電子機器、機械
亜鉛 US$/t 827 1194 140 3384 410 メッキ鋼板、合金
白金 US$/oz 690 879 130 1280 190 自動車用排ガス浄化触媒、電子機器
ニッケル US$/kg 8.8 14.6 170 52 590 ステンレス鋼、二次電池
タングステン US$/MTU 46 145 320 165 360 超硬工具、高速度鋼
コバルト US$/kg 23.5 30 130 70 230 耐熱合金、二次電池
モリブデン US$/kg 11.5 66.6 580 65 570 構造用合金、パイプ
インジウム US$/kg 183 899 490 700 380 透明電極（液晶、太陽電池）
ネオジウム US$/kg 6.8 11.7 170 24 350 希土類磁石
ディスプロシウム US$/kg 25 65 260 90 360 希土類磁石
（注）（独）石油天然ガス・金属鉱物資源機構（JOGMEC）ホームページ 10) より作成。
MTU：Metric Ton Unitの略であり、別名Kilo Tonとも言う。タングステン（W）鉱石の相場は鉱石１トン中のWO3純分
１％（10kｇ）の価格で表示される。
参考文献 2) 掲載図表を科学技術動向研究センターにて改変
図表 6　主要金属・資源の高騰状況
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図表 7　希土類磁石におけるディスプロシウムの需要と供給の関係の予想模式図
科学技術動向研究センターで作成
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いうプロセスがあり、これらは資
源の利用効率を高めることに役
立っている。また、一部のレアメタ
ルに限られるが、我が国では、民間
備蓄および国家備蓄がなされてい
る。しかし、レアメタルの中にはリ
サイクルが経済的に成り立たない
ものもある。また、有力な代替物が
出現した場合、突然に経済規模が
急激減少することがあり、探鉱投
資のリスクを増す結果となってい
る。それぞれの段階におけるリス
クの軽減を複合的に組み合わせ
て、資源の安定供給を図っていく
しかない。
　鉱物資源の供給とリサイクルに
おけるリスクを図表 8 に示す 2、3）。
鉱床を探査し、採鉱して鉱石をつ
くり、選鉱して地金にする製造プ
ロセスでの残渣および使用済み製
品がリサイクルされる。その他に
は、備蓄をして、一部これを供給
したり、代替物を模索するなどの
さまざまなプロセスがある。そこ
には種々のリスクが伴うが、大き
くは自然要因によるリスク、社会
要因によるリスク、探査をするリ
スクなどがある。例えば、価格高
騰のような上流のリスクにおいて
は、供給障害などというリスクは
実際には発生しない。
4  今後のレアメタル資源安定供給に関する取り組み ●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　
４‐１
これまでの鉱物資源政策
　資源エネルギー庁は2005年12
月に「資源戦略研究会」を立ち上
げ、タングステン、レアアース、イ
ンジウムなどのレアメタルにつ
いて、産出鉱物の特徴 ､ 予想され
るリスクの種類、アクションの取
り方など、図表 8 に示した上流か
ら下流まで、中長期的対策を検討
した。それらの議論は、「総合資源
エネルギー調査会鉱業分科会」に
おける議論に引き継がれている。
2006年6月、資源エネルギー庁か
ら報告された ｢ 非鉄金属資源の安
定供給確保に向けた戦略 ｣ におい
て ､ ①探鉱開発の推進 ､ ②リサイ
クルの推進、③代替材料の開発 ､
④備蓄などが整理され ､ 現在これ
に基づいた具体的な対策が進めら
れている 14）｡レアメタル備蓄制度
の概要については図表9にその概
図表 9　レアメタル備蓄制度の概要
参考文献 23) より引用
図表 8　鉱物資源の供給・リサイクルとリスク
参考文献 2、3) より引用
鉱床
ズリ、排水
鉱石 地金
廃棄物
備蓄 製品 代替物
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リユース
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製錬採鉱 使用製
造資源の利用
リスク・供給障害の発生
・地域の偏在性
・資源の希少性
・生産者の寡占
・資源ナショナリズム
・バイプロダクト
としての算出
・資源の枯渇
・探鉱投資リスク
の増大による
探査からの撤退
・環境汚染
・鉱害
・坑内水処理
・環境負荷
・住民の反対
・製錬所への
鉱石供給阻害
・環境負荷物質
の発生
・金属価格の変動
・製錬業の不振による
リサイクル中断
・消費量の変化
・市場価格の変動
・投機資金の流入
・リサイクルの
コスト増加
・産業廃棄物
規制の強化
（往々にして
リサイクルを制限）
・代替物の登場
（探鉱投資の
リスクを増す）
自然要因によるリスク 社会要因によるリスク
(独)石油天然ガス・
金属鉱物資源機構
国家備蓄：備蓄事業の実施主体は(独)石油天然ガス・
金属鉱物資源機構が緊急時などに備え、
国家備蓄を実施
民間備蓄：備蓄事業の実施主体は民間企業
（（社）特殊金属備蓄協会がとりまとめ）
利子補給金
管理運営費
備蓄事業の実施
市中
金融機関 元金返済
利子支払
借入
政府保証
政府
代替が困難で、供給国の偏りが
著しいレアメタル 7 鉱種につい
て、短期的な供給障害等に備え
るため、備蓄制度を実施（国家
備蓄および民間備蓄）
備蓄対象 7 鉱種：ニッケル、ク
ロム、モリブデン、マンガン、
タングステン、コバルト、バナ
ジウム
国内消費量の 60 日分を目標と
し、2007 年 9 月末の平均備蓄
量は 34.2 日分（うち、国家備蓄
は 23.8 日分）
¾
¾
¾
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要を示す 23）。これらの鉱物資源政
策関連予算は、2006年度予算額で
64.6億円、2007年度予算額で70.7
億円である。
　我が国の資源政策を代表してき
たキーワードは「安定供給の確
保」であり、（独）石油天然ガス・
金属鉱物資源機構（JOGMEC）が
実施してきた、国内外における探
鉱への助成・融資、地質構造調
査、途上国への専門家派遣・技術
協力、国内におけるリサイクル関
連技術開発、探鉱準備金制度、海
外での鉱物関連情報の収集など、
さまざまな施策の組み合わせによ
り、「安定供給の確保」を実現し
ようとしてきた。非鉄金属価格に
ついても高いまま推移すると考え
られるが、レアメタルに関しては、
2007 年度より新規でリサイクル
技術の開発と代替材料の開発に予
算がつき、2008 年度概算要求で
は資源開発にも新規で予算の配算
が行われている。
　我が国へのレアメタルの安定供
給を確保するため、経済産業省が
中心となった中長期的対策とし
て、以下のような施策が実行され
はじめている。まず ､ 海外資源開
発権益の確保を強めるため、探鉱
開発支援策を講じるとともに、資
源外交的なアプローチにより、資
源国に対する直接的な働きかけを
強化する。次に、国内における供給
力の確保などを図るため、リサイ
クルを資源の下流から上流への還
流として推進するとともに、これ
までリサイクルが困難とされてき
た廃棄物に関するリサイクル技術
の開発、さらに、供給の制約が予想
される材料を対象とした代替材料
の開発が着手されている。
４‐２
短期的に取り組むべき問題
―リサイクル・情報・
マーケット―
（1）特にレアメタルの場合、個々の
元素ごとに、資源の上流側（地
質・資源情報の提供側）、下流
側（消費側）、および還流側
（リサイクルなど）の３者がリ
スクを分け合って、お互いに
参入し合うという構造が必要
である。我が国としては、そ
の仕組みを確立するとともに、
関連する企業のために、資源
情報の収集と解析を通じた、
スピーディかつ的確な世界の
鉱業情勢の把握を行う必要が
ある。具体的には、まず、政
府関連機関を活用して、地質・
資源情報の整備を進め、次に
生産量とマテリアルフローの
調査分析を詳細かつ緻密に継
続すべきであり、これらによっ
て、はじめて価格決定のメカ
ニズムが明確化できる。例え
ば、インジウムのリサイクル
システムについては、最近、
詳細な検討がはじめられてお
り 15）、ディスプレイパネルな
どからの再生は効率が悪すぎ
て現実的ではないが、製造途
中の再生リサイクルが有望と
の試算が出されている。この
例として、図表 10 にディスプ
レイパネルのライフサイクル
におけるインジウムのリサイ
クル検討に関する例を示す 15）。
ここでは、使用済み液晶テレ
ビや液晶型パソコン、携帯電
話用液晶モニターなどからの
参考文献 15) から転載
図表 10　ディスプレイパネルのライフサイクルにおけるインジウムのリサイクル検討例
①亜鉛鉱山の開発
亜鉛鉱石  10～20万t （In：10～20ppmとして）
②インジウム精錬
　の回収率改善
③’代替材料の開発
③ ITO 仕様
の見直し
④パネル製造工程
のリサイクル促進
製錬段階の
回収率≒50％
70％リサイクル
インジウム精鉱１t
ITO（In :1t 相当）
使用済 ITO
ターゲット（In : 0.7t）
ベルジャー内壁付着 5％
エッチング液 5％
不良パネル 2％
マスキング材付着  15％
廃インジウムの
カスケード利用？
液晶テレビ
のリユース ⑤廃製品回収
＜新プレーヤー＞
・家電リサイクル（国内）
・解体業者（海外）
最終製品へ　3％
In:30kg相当
30インチ液晶テレビ換算で16.7万台分
1台あたりIn含有量＝0.18g≒13円（7万円/kgとして）
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も暴騰が起こることを回避で
き、少なくとも供給障害が起
こらないような、なんらかの
仕組みを自ら考えていかなけ
ればならない。このような意
味で、レアメタルについての
金属取引所を我が国に設置す
るという案は魅力的である。
４‐３
長期的に取り組むべき課題
　―レアメタル資源の有効
利用と代替技術開発―
　上記の短期的な取り組みは、当
面の供給障害を回避する手段には
なりうるが、中長期的に絶対量が
不足すると予想される元素に関
しては、材料研究開発の根本的見
直しも開始すべきである。文部科
学省と経済産業省は、2007年度
よりそれぞれ「元素戦略プロジェ
クト」および「希少金属代替材料
開発プロジェクト」を開始してい
る。両プロジェクトは、「第3期
科学技術基本計画」の重点推進4
分野のひとつである「ナノテクノ
ロジー・材料分野」に列挙される
「戦略重点科学技術」のうち、「資
源問題解決の決定打となる希少資
源・不足資源代替材料革新技術」
の研究開発に位置付けられるもの
である16）。文部科学省と経済産
業省は、この研究領域に対し、基
礎から実用化まで広範囲に展開で
きる支援体制を確立して効果的な
研究開発を実施するため、下記の
とおり公募段階から連携を取って
両プロジェクトを進めている17）。
これらの成果のフォローも連携し
て進めていくことが望ましい。
文部科学省「元素戦略プロジェクト」
　このプロジェクトでは、物質・
材料の機能・特性の発現機構を明
らかにすることで、希少元素や有
害元素を使うことなく、高い機能
をもった物質・材料を開発する
ことを目的として、豊富で無害な
ITO（Indium Tin Oxide： 錫
添加酸化インジウム）の回収、
パネル製造工程の機器に付着
する ITO などの回収などを検
討している。液晶パネルに含
まれるインジウムは少量であ
るために、パネルからのリサ
イクルは採算に合わないうえ
に、技術的な困難さなどから
も回収は進んでいない。した
がって、パネル生産工程の使
用済みターゲットが主な回収
元となる。しかし、最近のイ
ンジウムの高騰に伴い、使用
済みパネルからのインジウム
回収率さえも上げようとされ
ることが予想される。
（２）レアメタルに関する正確な情
報は海外のどこからも得られ
ないものであり、大量消費国
である我が国こそが整備すべ
きものであろう。レアメタル
は、従来の安価で多量の供給
から、高品質で少量の、安定
した供給が求められている一
方、技術開発の急激な展開に
より予期せぬ需給の急変がも
たらされる。リサイクルも含
め、需給の情報が十分に整備
されていない。特にレアメタ
ルの場合は、ベースメタルな
どの経験や勘だけでは市場を
制御できず、情報量の多さこ
そが投機的資金の流入を防ぐ
唯一の手段であり、流通の主
体性を握る鍵である。また、
このようなデータに基づく日
本国内の備蓄ができるならば、
それが不測の供給障害への対
策となりうる。レアメタルの
場合、ベースメタルと異なっ
て供給源が限られていること
から、情報が十分にない場合
は ､ 予測不能の現象が起こる
可能性がある。また、鉱山開
発には通常 10 年程度の時間
がかかることから、供給の復
旧は容易ではない。しかも多
くのレアメタルは産出国が非
常に偏在しており、供給企業
の寡占化が進行している。さ
らに副産物としてしか得られ
ない金属が多く、供給が別の
要素により影響を受ける。特
に、資源ナショナリズムへの
対応としては、「多少高くとも、
金さえ出せば買える」という
これまでの常識は今後通用し
なくなり、「あっても買えない」
という最悪事態も想定してお
かなければならない。経済的
に見合わないという理由で断
念してきた国内での資源開発
も再検討する必要性が生じて
いる。このような議論を進め
るためにも、まずは正確な情
報の整備が必要である。
（３）上記（２）に関連するが、経済
規模の小さなレアメタルは安
定したマーケットが確立して
おらず、価格決定のメカニズ
ムが不明となっている。世界
的には消費の絶対量が少なく、
しかも消費地域に偏在がある
レアメタルは、世界的な安定
マーケットが存在していない。
この点において、銅のような
ベースメタルとインジウムや
ディスプロシウムのようなレ
アメタルとでは、資源問題に
本質的な違いがある。例えば、
インジウムは、我が国のよう
な世界一の消費国が今後消費
の伸びる中国一国に供給を依
存しているという、我が国に
とっては非常にリスクの高い
構造をもっている元素である。
つまり、これらの需給アンバ
ランスによるレアメタル資源
供給障害への危機感は、現時
点では我が国だけが抱えてい
る問題であり、世界的な共通
問題ではない。このような我
が国固有の問題は、自ら対策
を考えていかなくてはならな
い。多少の価格変動はあって
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元素による代替材料の研究、戦略
元素の有効機能の高度活用、元素
有効利用のための実用材料設計技
術、という研究が想定されてい
る。このプロジェクトにおいて
は、5 年の研究期間の終了後に、
実用化に向けた研究段階に移行す
ることを目標として、基礎的・基
盤的な研究を推進する。このた
め、完全代替技術の開発や使用量
の大幅低減などを目指すことを原
則としている。
　研究開発プロジェクトテーマ
を公募し、54 件の応募の中から、
審査の結果、図表 11 に示した 7
件を採択した 18）。
経済産業省「希少金属代替材料
開発プロジェクト」
　このプロジェクトでは、レアメ
タルの総合的な対策の一部として
代替・使用量低減を目指し、「資
源問題解決の決定打となる希少
資源･不足資源代替材料革新技術 ｣
を狙うとともに、基礎から実用化
までのシームレスな支援体制を確
立するものである。研究開発の目
標は、2011 年度までに、以下に
述べる 3 鉱種の使用原単位を目
標とする割合まで低減できる製造
技術 ､ および ､ それをユーザー企
業 ､ 大学などの外部機関に対して
機能評価のためにラボレベルで試
料提供できる水準に至るまでの技
術を確立することである。なお ､
製品の機能や製造コストは現状よ
り悪化しないことを前提としてい
る。対象としては、透明電極向け
インジウム（現状から 50％以上
低減）、希土類磁石向けディスプ
ロシウム（現状から 30％以上低
減）、超硬工具向けタングステン
（現状から 30％以上低減）の使用
量低減技術について、それぞれ研
究開発プロジェクトテーマを公募
し、11 件の応募の中から 5 件が
選ばれた 18）。
　上記のような研究開発は、即効
性は期待できないものの、本論の
本質的な解決策を模索するうえ
課題名 代表機関 参画機関 概要
亜鉛に替わる溶融 Al 
合金系メッキによる
表面処理鋼板の開発
東京工業大学
東北大学、(独) 物質・材
料研究機構、JFE スチー
ル (株)、新日本製鉄 (株)、
日本軽金属 (株)
亜鉛を代替する Al 合金系の表面処理技術を開発する。現
状の技術、製造設備を活用して、豊富で無害な元素である
Al － Mg － (Zn、Si) 系合金による表面処理技術を確立する。
アルミ陽極酸化膜を
用いた次世代不揮発
性メモリの開発
(独) 物質・材料
研究機構 (株) 日本 GIT
次世代メモリ候補として有望な抵抗変化型メモリ (ReRAM)
をアルミニウムの陽極酸化により実現し、プラセオジム、
セリウム、ルテニウム、ビスマスなどの希少・有害元素を
代替する。
サブナノ格子物質中
における水素が誘起
する新機能
東北大学
福山大学、岩手大学、九
州大学、電気磁気材料研
究所、トヨタ自動車 (株) 
、 日 鉱 金 属 (株) 、(株) 本
田技術研究所、旭エンジ
ニアリング (株) 、ﾌｭｰﾁｬｰ
ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄ (株) 、昭栄化学工
業 (株) 、(株) 東芝
水素の効果を多面的に理解するとともに、それぞれの材
料の特性を飛躍的に向上させることを目的として、Al 系、
Cu 系、Ti 系合金において、水素吸放出熱処理により結晶
粒微細化による特性の向上を図る。また、サブナノ格子物
質中に固溶した水素が誘起する新機能について検討し、材
料への応用の可能性を追求する。
脱貴金属を目指すナ
ノ粒子自己形成触媒
の新規発掘
(独) 日本原子力
研究開発機構
ダイハツ工業 (株) 、
北興化学工業 (株) 、
大阪大学
自動車排出ガス浄化触媒や有機合成触媒中の貴金属 ( パラ
ジウム、ロジウム、白金 ) の大幅削減、さらには、脱貴金
属触媒の実用化を目指す。ナノ粒子特有の高触媒機能を発
現させ、貴金属使用量の大幅減、最終的には脱貴金属触媒
を目指すと同時に、使用環境に応じた最適なナノ粒子合成
技術を確立する。
圧電フロンティア開
拓のためのバリウム
系新規巨大圧電材料
の創生
山梨大学
東京工業大学、京都大学、
東京理科大学、
(独) 産業技術総合研究所、
キヤノン (株)
鉛系圧電材料を凌駕し、有害な鉛やビスマスのみならず、
シリコンプロセスに不適なカリウム、ナトリウム、リチウ
ムを含まないバリウム系新規巨大圧電材料を創生する。組
成相境界設計とドメイン構造制御技術シーズに基づき、新
デバイス開発に向けた材料・電気・機械にまたがる新たな
応用分野を開拓する。
ITO 代替としてのニ
酸化チタン系透明導
電極材料の開発
(財) 神奈川科学
技術アカデミー
東京大学、旭硝子 (株) 、
豊田合成 (株)
透明電極に必須の ITO を二酸化チタン系透明導電体 (TNO)
で代替することを目指し、実用法（スパッタ法および
CVD 法）を用いて同材料をガラス上に成膜するためのプ
ロセスを確立する。また、TNO の青色発光ダイオード用
透明電極としての可能性を追求する。
低希土類元素組成高
性能異方性ナノコン
ポジット磁石の開発
日立金属 (株)
名古屋工業大学、
九州工業大学、
(独) 物質・材料研究機構
ディスプロシウムなど重希土類元素を用いず、ネオジウム
など希土類元素使用量も低減した、低希土類元素組成で実
現できる全く新しい磁石材料の開発を目指す。飽和磁束密
度の高い軟磁性相と保磁力の高い硬質磁性相をコンポジッ
ト化した高性能異方性ナノコンポジット磁石を開発する。
図表 11　「元素戦略プロジェクト」採択課題の一覧
参考文献 18） の掲載図表を科学技術動向研究センターにて改変
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で、我が国の科学技術政策上、不可
避の重要な課題である。これらの
取り組みは中長期的に画期的な変
革を求められているものであり、
特定レアアースを他のレアアース
で行なう程度の代替技術開発は、
問題の本質的な解決につながらな
いため、対象とはされていない。
ハードルは高くとも、革新的な成
果が志向されるべきであろう。
　しかし、抵抗値や安定性の点で
インジウム系を置き換えられる薄
膜電極は、今のところ発見されて
いない。また、永久磁石材料も、
ネオジウム・鉄・ボロン（Nd-Fe-B）
系が開発されてから 20 年間以上、
これを上回る磁石材料が発見され
ていないうえ、温度特性などを向
上させる添加元素については、今
後たとえ置き替えができても、別
のレアメタルに置き替えられる程
度であって、資源問題を根本的に
は解決し得ない可能性もある。こ
れらの材料系は、今一度、物性物
理の基礎に立ち戻って研究し直す
フェーズにあるかもしれない。特
に永久磁性材料の研究は、永久磁
石としての保持力や角型比といっ
た特性を、物性物理の根本から
研究し直す必要があろう。そのた
めには、おそらく従来から続けら
れている冶金的なアプローチだけ
では不十分であり、計算機シミュ
レーションなどを用いて元素から
根本的に考え直すような、全く新
しい発想をもたらす研究者が参加
する必要性があるだろう。このよ
うな研究は上記のプロジェクト以
外の材料、物理、化学分野の研究
者の課題といえる。
４‐４
資源開発の見直し
―陸上資源―
　資源生産の一極集中を見直し、
資源ナショナリズムの危険を回避
するという意味で、世界的にも資
源開発を見直す動きが始まってい
る。鉱山開発は通常 10 年程度の
期間を要するが、特にインジウム
やディスプロシウムのように、応
用拡大が確実視され、かつ、現時
点で代替材料の見込みがないもの
に関しては、再考の必要性が高い。
　３‐２章で述べたように、資本
主義諸国の金属鉱山は主に事業性
を理由に次々と閉山し、探鉱開発
活動全体は長く低迷傾向にあっ
た。しかし、我が国も少し前まで
は一部のレアメタルに関しては産
出国であった。かつて世界有数の
インジウム鉱山は我が国の豊羽鉱
山（北海道札幌市）であったが、当
時の規模以上の採掘は技術的に難
しくなったために、2006年3月
に閉山した。豊羽鉱山は銀・亜鉛・
鉛・インジウムなどを生産してい
たが、その閉山以降、我が国はベー
スメタルおよびレアメタル供給の
ほぼ全量を海外に依存する状況に
なった。また、豊羽鉱山以外でも、
国富（北海道）、竜王第二（長野県）、
足尾（栃木県）、遠ヶ根・黒川・馬
吉（岐阜県）、明延・生野（兵庫県）、
豊栄・尾平（大分県）などの鉱床で
もインジウムなどの資源の濃集が
知られている19）。
　現在までの資源工学では、非鉄
金属の総鉱物資源量（究極的に将
来とも利用し得ると予想される鉱
物資源の総量）を求めることはで
きていない。鉱床には品位を下げ
れば鉱量が増えるものとそうでな
いものがあり、亜鉛・鉛・インジ
ウムなどの鉱山では品位を下げれ
ば鉱量が増える場所がある。効率
が良いわけではないが、東南アジ
ア・南米などでは、新たな精錬手
法の技術開発により低品位鉱の利
用が進められつつある。
　タングステンの例でも、1993
年に我が国のタングステン鉱山は
全て閉山し、1994 年には資本主
義諸国のタングステン鉱山はほと
んど閉山した。しかし、最近、タ
ングステン価格の高騰と中国の一
極集中への懸念から、北米では閉
山された鉱山の再開や新たな探鉱
開発などの動きがある。
　レアメタルの場合、海外の産地
を見ても、ひとつひとつの事業体
はかなり小規模であり、地域開発
に根付いたものである。このよう
に考えると、我が国でも地域的な
小規模事業としてのレアメタル生
産を再考することも必要ではない
かと思われる。
４‐５
資源開発―海底レアメタル
資源開発への期待―
　我が国のもうひとつの長期的課
題として、海底資源の開発が挙げ
られる。海底鉱物資源について
は 19 世紀からその存在が知られ
ていたが、調査が開始されたの
は 1950 年代からであり、本格的
には 1970 年代に入ってからであ
る。石油や天然ガスを除く海底鉱
物資源開発については、我が国で
は商業的採掘はコスト的に見合わ
ないとされてきたが、ごく最近は、
貴金属やレアアースを含む点で再
び注目されるようになってきてい
る。我が国は国土に比して EEZ
が非常に広く、この水域およびそ
の近傍の海山には、地球上でも最
も品位の高い、白金、コバルト、銅、
マンガンを含むコバルト・リッチ・
クラストが広域に賦存することが
わかってきた。また、沖縄トラフ
や伊豆・小笠原の領海内には金、
銀、銅、鉛、亜鉛およびレアメタ
ルの資源となる熱水鉱床があり、
陸上の同種の鉱床と品位・規模の
面でひけをとらないことも判明し
た。我が国の陸上の鉱床は、元々
は熱水鉱床として生成し、地殻の
隆起によって陸上の鉱床となった
場所が多い。火山国である我が国
は、それゆえに多くの熱水鉱床に
囲まれているという利点を有する
わけである。また今後、海底の詳
細な調査によって EEZ の外への
大陸棚延伸が可能になる可能性も
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あり 20）、この地域の資源も注目
される。
　海洋の利用については 2007 年
7 月 20 日に「海洋基本法」が施
行され 4）、2008 年 1 月を目標に
海洋基本計画の策定が進行中であ
る。この「海洋基本法」の第四条
には、海洋に関する科学的知見の
充実が謳われており、「海洋の開
発および利用、海洋環境の保全な
どが適切に行われるためには海洋
に関する科学的知見が不可欠であ
る一方で、海洋については科学的
に解明されていない分野が多いこ
とにかんがみ、海洋に関する科学
的知見の充実が図られなければな
らない」とされている。また、第
十七条の海洋資源の開発および利
用の推進においては「海底または
その下に存在する石油、可燃性天
然ガス、マンガン鉱、コバルト鉱
などの鉱物資源の開発および利用
の推進並びにそのための体制の整
備、その他の必要な措置を講ずる
ものとする」とされている。EEZ
の開発などの推進や海洋調査の推
進も謳われている。これらに関す
る技術開発については、「科学技
術動向」2007 年 3 月に詳しい報
告がある 20）。
　ここでは、４‐５節で示した、我
が国の海底鉱物のポテンシャルに
5  レアメタル資源としての海底鉱物のポテンシャル（特に熱水鉱床への注目）　●　●　●　
鉱物資源の種類 マンガン団塊 マンガン・クラスト 海底熱水鉱床
鉱物資源の
内容
形態 直径 1 ～ 10cm の球状 厚さ 1 ～ 10cm の被覆物 チムニー、マウンド
主成分 鉄およびマンガン酸化物 鉄およびマンガン酸化物 鉄、銅、亜鉛酸化物
対象金属 銅、ニッケル コバルト、白金、希土類 金、銀、銅、亜鉛、鉛
成因 海水からの化学体積 海水からの化学体積 高温熱水から沈殿
鉱床規模 ～ 100km ～ 10km ～ 1km
原始資源量 5000億t（推定） 500億t（推定） 100万t（1箇所当たり）
形成時期 ＜ 80百万年 ＜ 120百万年 ＜百万年
鉱物資源の
存在状態
水深範囲 3500 ～ 6000m 1000 ～ 3000m 1200 ～ 3000m
大洋別領域 太平洋、インド洋 西太平洋 中央海嶺 284、島弧 58
地質環境 堆積速度の遅い深海底 海山、海台の露岩域 中央海嶺および島弧火山
EEZ との関係 外側の公海上 日本の EEZ および公海 日本の EEZ および公海
採鉱法の開発状況 現場採鉱テスト済み 未開発 ベンチャー企業が検討中
図表 12　主要な海底鉱物資源の成分と鉱床規模および存在場所
参考文献 2）掲載図表を科学技術動向研究センターにて改変
図表 13　海底鉱物資源の主な種類と埋蔵場所
参考文献 2）より引用（JOGMEC 資料を科学技術動向研究センターにて改変）
ついて、もう少し詳しく述べる。
　海底資源は、図表 12 に示すよ
うに、大きく分けて３種類ある 2）。
それらはマンガン・クラスト（コ
海底拡大軸
海溝
海底熱水活動
沈み込み
海山  Seamount
Spreading
大洋底
Island
Arc
水深
1,500-3,000m
水深
4,000-6,000m
海底熱水鉱床 マンガン団塊 コバルト・リッチ・クラスト鉱床
水深
800-2,400m
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南奄西海丘（700）
鳩間海丘
若獅子カルデラ
バルト・リッチマンガン・クラス
トあるいは鉄・マンガン・クラス
トなどとも呼ばれる）、マンガン
団塊、海底熱水鉱床である。図表
13 には海底鉱物資源の主な種類
と埋蔵場所を示すが 2）、注目すべ
きことは、その形成理由の違いに
よって、存在場所とその深さが大
きく異なる点である。図表 14 に
太平洋における海底鉱物資源の分
布状況を示す 21）。
　マンガン・クラストとマンガン
団塊は比較的古くから知られてお
り、かつて盛んに調査および採掘
が検討されたことがあるが、深海
にあるために資源開発としては莫
大な費用がかかり、採算がとれな
いという結論が出された。また、
品位の高いマンガン団塊は公海上
にあるという理由もあった。
　一方、海底熱水鉱床は、チムニー
またはマウンドと呼ばれている
が、比較的最近発見されたもので、
まだよく調べられていない。これ
は、比較的浅い海底に存在し、鉱
物資源としての品位が高く、また
再生するために繰り返し採掘でき
るという点からも、採算のとれる
資源開発ができるのではないかと
いう期待がもたれ、海外ではベン
チャー企業が開発に乗り出してい
る。
　熱水鉱床は、数十年という比較
的短時間で形成されるため、一度
採掘しても、数十年後に再び採掘
できる可能性がある。海底鉱物資
源は陸上よりもちろん採掘が難し
いが、このように採掘が繰り返し
可能であることが開発のインセン
ティブになっている。熱水鉱床は
マンガン・クラストやマンガン団
塊とは組成がだいぶ異なってお
り、鉄、銅、亜鉛の硫化物から形
成されている。重要な点としては、
金、銀などの貴金属が含まれてい
ることである。また、銅、鉛、亜
鉛も含まれていることは、インジ
ウムなどのレアメタルの含有も期
待できる。我が国の陸上の鉱山も、
参考文献 21）より引用
（注）（　）内の数値は熱水鉱床の賦存水深（m）を表す
参考文献掲載図 21、22）を科学技術動向研究センターにて改変
起源は海底の熱水鉱床であったと
考えられるからである。存在場所
という意味で見ると、現在までに
海底の熱水鉱床は世界で 300 カ
所くらいが知られているが、我が
国の EEZ 内にも多い。我が国の
周辺の海山のものは特に金銀の含
有量が高いといわれ、また、比較
的浅いところに存在するという利
点がある。また、大陸棚延伸 20）
により、検討範囲が増えることが
期待されている。
　図表 15 に現在まで発見されて
いる我が国近海の海底熱水鉱床を
示す 21、22）。太平洋の熱水鉱床の
ほとんどは中央海嶺に、我が国
の EEZ に比べると相対的に深い
ところにある。一方、前述のよう
に我が国周辺の海底熱水鉱床では
金銀の含有量が高く、しかも浅い
ところにあるということで注目を
浴びており、最近では海外のベン
チャーが鉱区の申請をはじめてい
る。我が国の周辺で特に注目され
ているのは、サンライズ鉱床、白
嶺鉱床、沖縄の伊是名海穴熱水域
などである。現在、資源エネル
ギー庁の指導の下に、JOGMEC
図表 14　太平洋における海底鉱物資源の分布状況
図表 15　日本近海の海底熱水鉱床
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が第 2 白嶺丸に搭載された海底
設置型の掘削装置を使って資源調
査を実施している。資源量を埋蔵
量という形にするためには継続的
に調査が必要で、稠密なボーリン
グによって、深さ方向および平面
的な広がりについて調べる必要が
ある。これらの調査が進めば、民
間の企業が乗り出せるかどうか判
断ができるようになると考えられ
る。採掘の技術としては揚鉱、つ
まり、海底から鉱石を揚げる方法
が開発されることになるであろ
う。汚染対策や製錬法のような技
術的課題とともに、経済性の課題
も大きいが、いったんシステムが
確立されれば、いくつかの熱水鉱
床を順番に採掘できると考えられ
る。ただし、熱水鉱床周辺には珍
しい生物も多く見られ、地球上の
生物発祥の研究という点でも興味
がもたれている。調査段階から、
これらの生物に関する研究との調
整を図りつつ、採掘方法の検討を
行う必要があるだろう。
　以下に、本稿で特に強調したい
点についてまとめる。
マーケット機能の確保
　ベースメタルには国際的にマー
ケット機能が働いているため、一
時的な高騰はあっても、時間経過
によって需給バランスが図られ
ていく可能性が高い。しかし、量
的にも地域的にもマイナーなレア
アースにはこのような健全な国際
マーケット機能が存在していな
い。例えば、インジウムやディス
プロシウムなどはアジア諸国だけ
しか興味がない元素であるため、
国際的な安定マーケットが自然に
できあがっていくスキームはな
い。このようないくつかのレアメ
タルでは、供給者や需要者が限ら
れているとはいえ、我が国が主導
する小規模マーケットの機能を考
えていくべきである。
日本の陸上資源開発の再考
　レアアースに関しては、そもそ
も世界市場の全体規模が小さい。
世界的に鉱山開発を見ても、個々
の地域では埋蔵量が少ないため、
大規模開発は必要とされていな
い。資源供給元のリスク分散も重
要であるが、このような条件下で
は、我が国の陸地あるいは沿岸部
のレアアース資源に関しても、地
場産業としての小規模の希少資源
開発を再考する余地が大いにあ
る。
海底鉱物資源探査とビジネス
スキームの確立
　海底鉱物資源探査は、火山国で
島国という地理的に有利な我が国
が世界を先導すべき分野である。
ベンチャーキャピタルなどの民間
資金の活用および NPO 活動など
のビジネスモデルを検討し、その
ような基盤を確立したうえで、並
行して科学的な海底資源探査がで
きるような、従来にはない新たな
研究活動の仕組みを考えていくべ
きではないだろうか。国はそのよ
うな仕組みを確立できたものに対
して、優先的に設備の無償貸与な
どで応える、という形の支援をし
ていく姿勢が望ましいのではない
かと思われる。
幅広い知見に基づいた材料科学研究
　インジウム系以外の薄膜電極材
料、Nd-Fe-B 系以外の永久磁石
材料など、このような革新的材料
が存在するとすれば、それらはぜ
ひ我が国で見出したい。ディスプ
レイやハイブリッド自動車などの
大きな将来市場を約束された分野
の材料技術においては、物性物理
の基礎に立ち戻った材料科学的手
法を駆使して、ぜひとも、我が国
が世界を先導したい。
　材料科学に携わる研究者は、今
後、材料を構成する成分に関わる
資源の需給に無関心でいることは
できない。これからの材料研究者
は個別の物質や材料のみに視点を
向けるのではなく、研究成果の需
要と原料の安定供給を含めて、よ
り広く物質や材料を考えていく視
点を持つことが求められる。少な
くとも、資源的に十分な量と安定
供給が確保できる見込みがない物
質や材料を大量に用いるような応
用を目標にした研究は、発展の可
能性は低い。供給に不安のある物
質や材料を用いる研究では、常に、
安定供給を見込める物質や材料で
の代替の可能性も探っていくべき
であろう。前者が後者に代替され
ることは歴史的な必然である。材
料科学に携わる研究者は一時的な
研究成果に固執せず、過去の成果
への破壊的革新は、自ら手がけて
いかなければならない課題であ
る。
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